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概要
既存の正イオンを推力源とするイオンスラスタにおいて中和器は，宇宙機を電気
的中性に保つために電子を放出する役割を担うが，推力に寄与しないにも関わらず
推進剤と電力を消費している．そこで中和器を排除し，その代替として負電荷を射
出する負イオン源を用いた正負イオンスラスタが構築できれば，スラスタシステム
全体としての理想化がおこなえる．本研究では，フラーレン負イオン源を開発し，
キセノン正イオン源と組み合わせた正負イオンスラスタシステム成立性の実験的検
証を行った．本論文は８章から成り，構成は以下となっている．
第１章では，既存の正イオンスラスタの構成や，地上で用いられる負イオン源，
さらには正負イオンスラスタシステムに関する先行研究を説明し，本研究の位置づ
けを行い，最後に研究目的を明示している．
第２章では，既存のキセノン正イオンスラスタと，フラーレン負イオン源とキセ
ノン正イオン源を用いた正負イオンスラスタの性能評価を，理論式を用いた比較を
行った．
第３章では，本研究で使われた真空装置等の地上実験の設備や，キセノン正イオ
ン源，そしてフラーレン負イオン源の構成を図表とともにまとめた．フラーレン負
イオン源は，フィラメントを用いた直流放電型イオン源であり，負電荷である電子
の引き出しを抑制するため，負イオン源に磁気フィルタと電子収集電極を用いるこ
とによりグリッド上流の電子密度を減衰させている．
第４章では，フラーレンの供給装置の開発について述べられている．これまでに
研究されてきたフラーレン供給装置は，容器内にフラーレンを入れ，容器を加熱し
昇華を行うるつぼ型で，本研究も同様な供給器を用いた．さらに本研究ではフラー
レンを長時間かつ低電力で供給することが可能な螺旋ブラシを用いた独自のフラー
レン供給システムの開発を行った．電子天秤を用いた供給レートの測定結果より，
従来のるつぼ型供給器は温度調節により昇華量を制御するのに対し，螺旋ブラシを
用いた供給器は，その回転速度に依存する移送量に呼応して長時間安定的にフラー
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レンを供給できることを実験的に実証した．
第５章では，フラーレン負イオンビーム引き出しの実証として，EBプローブ，
磁気フィルタ付ファラデープローブ，ビームターゲット法の３つの手法によりビー
ム測定を行っている．結果として本研究で開発したフラーレン負イオン源は，電子
ビームを含まないサブ mA級のフラーレン負イオンビームを噴射し，推力を発生す
ることを示した．
第６章では，正負イオンスラスタのビーム中和についての考察を得るため，エ
ミッシブプローブによるビーム中の空間電位の測定と，ファラデープローブによる
ビームプロファイルの測定結果について述べている．正負イオン同時射出時のビー
ム中の空間電位測定の結果，正または負イオン単独射出と比べて空間電位の緩和が
見られたが，正イオンビームの電子による中和と比べて局所的な電位の上昇が認め
られた．この局所的な電位構造は，正負イオンのビーム交差を誘発する電場となっ
ていることが分かった．さらにビームプロファイル測定の結果，正負イオン同時射
出時のビーム発散角は，正または負イオン単体射出時と比べて大幅に減少している
ことが分かった．
第７章では，正負イオン同時射出のデモンストレーションについて述べている．
負イオンスラスタと正イオンスラスタを電気的に結合し，宇宙機搭載を模擬したフ
ロート状態で中和器を用いずに正負イオンの加速を行った．結果として正負イオン
スラスタシステムにおけるスラスタ基準電位は，フィードバック制御により長時
間かつ安定的に 0[V]に維持することが可能であるとわかった．また同時射出時の
EBプローブ測定により，ビーム中にフラーレン負イオンとキセノン正イオンが
混在していることを実験的に示した．さらにビームターゲットを用いた推力測定を
行い，正負イオンスラスタシステムはビーム電流と加速電圧から求められる推力と
同程度の推力を発生していることを示した．
第８章では，本研究の成果をまとめ，正負イオンスラスタシステムの成立性の実
験的検証に成功したと結論づけた．
51
諸言
1.1 研究背景
イオンスラスタは，電気推進の中でも高比推力であるため推進剤消費量が少なく，惑星間航
行，衛星の南北制御などに有利となる．実際，JAXAの小惑星サンプルリターンを成し遂げた
「はやぶさ」や，NASAの複数小惑星ランデブーを行った「Dawn」は主推進器としてイオンス
ラスタを用いている．これらの既存のイオンスラスタは，高速で正イオンを射出し推力を発生
する正イオンスラスタヘッドと，宇宙機を中性に保つために電子を放出する中和器を用いるシ
ステムである．しかし，中和器は推力に寄与しないにもかかわらず推進剤と電力を消費してい
る．このことから，中和器使用によりシステム全体の推進効率は，正イオンスラスタヘッド単
体とくらべて低下する．そこで，中和器を排除し，その代替として負電荷を射出する負イオン
ビームスラスタを用いた正負イオンビームスラスタシステムが構築できれば，システム全体と
しての理想化がおこなえる．さらに負イオンの推進剤として重分子であるフラーレンを用いる
ことにより，さらなる推進効率の上昇が見込まれる．
負イオンスラスタを用いた類似の研究として，フランスで研究されている PEGASESスラス
タが存在する．PEGASESスラスタは１つのイオン源から正負イオンを交互に射出することが
特徴であるが，加速電圧は 350[V]程度に留まり，加速電圧の低下により推進効率の低下を
招いている．そこで本研究では正負イオン源を分けてそれぞれのイオンに特化したスラスタを
構築することにより，宇宙機の帯電が発生せず，イオンスラスタとして有用な 1[kV]以上の正
負イオンの加速を行うことができると考えられる．このようなスラスタの研究は世界でも行わ
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れておらず，本研究は正負イオンスラスタシステムの先駆けとなるものである．
1.2 電気推進機の概略
本研究が対象とするイオンスラスタは電気推進の一種である [1]．電気推進とは，推力発生
に化学反応を利用する化学推進と異なり，推進剤の加熱・加速に電気を用いる推進方式であ
る．化学推進は高推力・低比推力という特徴を持っている．燃料を燃焼し発生した高温高圧の
ガスをノズルにより勢いよく噴射して推力を得る．化学推進は比較的排気速度が小さいが，排
気質量が極めて大きく，大きな推力を得ることができる．大気中・真空中のいずれでも作動が
可能であり，地上からの打ち上げや宇宙空間での姿勢制御など，瞬発力を要する場面で幅広く
利用されている．しかし，作動時間が数十分程度と短く，比推力が低いという欠点がある．こ
れは化学推進が，推進剤自身が持つ化学エネルギーのみを運動エネルギーへ変換して推力を得
ているため，その発生推力は推進剤の化学エネルギー密度（単位質量の推進剤から取り出せる
化学エネルギー）に限定されるためである．
一方で，電気推進は低推力・高比推力という特徴を持っている．電気推進は，推進剤を作動
流体として用い，電気エネルギーによって推進剤に運動エネルギーを与えて推力を得ている．
瞬発力を要求される場面では不向きであるが，化学推進の数倍の燃費を有する．宇宙空間に出
た後では，ロケットに要求される推力は小さく，かつ低燃費が期待されるため，電気推進は宇
宙空間での航行に適している．電気推進を用いることで，推進剤の消費量の低減しペイロード
重量を増加させることが可能となる．電気推進は推力発生機構の違いにより，電熱加速型・静
電加速型・電磁加速型の 3種類がある．これらの特徴と代表例を表 1.1に示す．本研究で取り
上げるイオンスラスタは静電加速型に分類される，電気推進機のなかでも特に比推力が高いこ
とが特徴である（図 1.1）．
表 1.1: 電気推進の種類と特徴
方式 特徴 代表的なスラスタ
電熱加速型 電気的加熱を利用し空気力学的加速を行う DCアークジェット
静電加速型 粒子を電離し静電力を直接作用し加速を行う イオンスラスタ,ホールスラスタ
電磁加速型 粒子を電離し電磁力を直接作用し加速を行う ホールスラスタ, MPDアークジェット
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図 1.1: 各種推進機の推力密度と比推力の関係
8 第 1章 諸言
1.3 正イオンスラスタの基本原理と構成
ここでは一般的な正イオンスラスタの基本原理について述べる．
1.3.1 イオン生成部
イオン生成部は推進ガスを電離し，イオンを生成するという作動流体への変換部で，その生
成方法は大別して接触電離反応を用いるものと電子衝突電離反応を用いるものがある．現存す
るイオンスラスタでは後者の電子衝突電離反応を用いたものイオン生成が一般的であり，その
生成方法は（１）電子を生成・加速して電離能力を持った高エネルギー電子を，（２）損失し
ないように閉じ込め，（３）中性粒子に衝突させイオンを生成し，（４）これを静電加速部に供
給する，という過程を踏む．ここで消費する電力は推力に直接貢献する事はないため，イオン
生成部におけるイオン生成は低電力であること，つまりイオンを高効率に生成し，かつイオン
損失を抑制する必要がある．さらに投入された中性ガスをなるべく効率イオン化し，静電加速
部へ供給する事が求められる．
1.3.2 推進剤とイオン生成方式
イオンスラスタの推進剤としては，かつてはプラズマ生成や貯蔵性を考慮して水銀やセシウ
ムが使用されてきた．しかし，近年は推進性能や取扱性を考慮してアルゴンやキセノンが一般
的である．イオン生成方式としては，水銀やセシウム等の電離電圧の低い推進剤を仕事関数
の高い金属で接触電離させる接触電離型，直流放電による推進剤ガス粒子に電子を衝突させ
イオン生成する直流放電型，イオン源の耐久性の向上を図るために高周波放電を採用した高
周波放電型がある．さらに直流放電型ではイオンや電子の閉じ込めに用いる磁場形状により
Kaufman型とカプス磁場型に分類される．接触放電型は 1960年頃に盛んに研究されたが，効
率や耐久性に問題があった．現代では直流放電型が主流になっている．その一方で，高周波放
電型も直流放電型と比較して効率がやや劣るが，その優れた耐久性や，運用性が注目され，RF
放電型はドイツ，マイクロ波放電型は日本で盛んに研究され，宇宙運用に成功している．
1.3.3 静電加速部
加速グリッドは，イオン源で生成したイオンを静電的に加速噴射して推力を発生させる多孔
状電極である．加速グリッドによるイオン抽出・加速の概念図を図 1.2に示す．典型的な加速
グリッドはイオンが通過する直径数 mmの孔が多数あけられた 2枚の電極が数 mmの間隔で
配置されている．イオン源側に配置されるグリッドはスクリーングリッドと呼ばれており，通
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常 1[kV]程度の正電圧を印加される．イオン源で生成されたプラズマは，基準電位に対してス
クリーン電圧にイオン源の放電電圧を加えた分の電位を持っている．そのため，スクリーング
リッドはプラズマに対して放電電圧相当の負電位を有する事になり，イオンを引き寄せ，イオ
ンシースを形成する事により，イオン放出面を整える役目をする．スクリーングリッドの下流
に配置されるアクセルグリッドは，通常-300[V]から-500[V]の負電位が印加され，スクリー
ングリッドとの電位差によりイオンを加速噴射する．また，高電圧の負電位を与えることによ
り，中和器からの電子の逆流を防止している．スクリーングリッド下流では高速イオンと低速
の中性ガス粒子の電荷交換衝突で発生した低速イオンが負電位のアクセルグリッドに衝突し，
その表面を侵食する．そこで電荷交換イオンによるアクセルグリッドの浸食を低減するため，
グランド電位のディセルグリッド追加した 3枚式グリッドシステムも盛んに採用されている．
グリッド材質としては熱膨張率が低く，イオンによるスパッタ率の低いモリブデンやチタンが
使用されているが，C/C複合材製の加速グリッドも実用化されつつある．
1.3.4 中和器
プラズマから一方的に正イオンのみを抽出すると，スラスタや宇宙機自体が負に帯電してし
まい抽出イオンが引き戻されイオン加速が即座に中断してしまう．そこで，スラスタの下流に
中和器と呼ばれる電子源を配置し，イオンビームと同時に電子をビーム中に注入して宇宙機中
に堆積された負電荷を機外へ排出する事によって，宇宙機の帯電を防止している（負電荷放
出）．さらに射出イオンを中性化して安定なプラズマ状態とし，イオン電荷によるビームの空
間電位の上昇と，それから起こるイオンの減速，拡散による推力低減を防ぐ役割も担う（ビー
ム中和）．中和器としては一般的にホローカソードと呼ばれる熱陰極が使用されるが，マイク
ロ波放電を利用した中和器も開発されている．中和器からの電子放出は，イオンビームと中和
器間に生じる電位差により自動的に行われ，放出された電子は速やかにイオンビームに吸引さ
れる．イオンビームの空間電荷による半径方向のビーム拡散を抑制するために，ビームの中和
は中和器にイオンビームが直撃せず，かつ，出来るだけグリッド近傍で速やかに行う事が望ま
しい．また，中和器で使用される電力や推進剤は直接推力には寄与しないため，出来るだけ少
ない電力や作動ガスで大きな電子電流が供給される事が要求される．
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図 1.2: イオン抽出・加速の概念図
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1.4 イオンスラスタの放電方式
イオンスラスタのプラズマ生成方式には，主に直流放電式，RF放電式，マイクロ波放電式
が存在する．
1.4.1 直流放電式イオンスラスタ
直流放電式イオンスラスタでは，放電室内の主陰極としてはフィラメントを用いることがあ
るが，現在ではホローカソードを用いることが一般的である．直流放電式では一様な高密度プ
ラズマを得やすいため，優れた推進性能を得やすいことが特徴である．一方でホローカソード
を用いているため，その構成や取り扱いがやや難しい．また，スラスタの耐久性もホローカ
ソードの耐久性に大きく依存する．図 1.3に直流放電式イオンスラスタの構成を示す．
1.4.2 RF放電式イオンスラスタ
RF放電式には容量結合型と誘導結合型が存在するが，高いイオン密度を達成することがで
きる誘導結合型が一般的にイオンスラスタには用いられる．高周波放電式イオンスラスタのイ
オン生成部は，誘電体で製作された放電室の外壁にインダクションコイルが巻き付けられた構
成となっている．このコイルに交流電流を導入することにより，放電室軸方向に磁場が誘起さ
れる．この誘導された磁場により放電室周方向に誘導電場が発生し，この電場により電子にエ
ネルギーが供給され，推進剤を電離してイオンを生成する．このようにコイルとプラズマが変
圧器の１次コイルと２次コイルのように誘導結合することによりエネルギーの享受が行われ
る．適切な周波数の変動磁場を加えることにより，電子は電離に必要な加速を受け，往復運動
により壁面への損失が低減される．この周波数領域は 0.8～10MHz程度に存在するため RF放
電式と呼ばれる．図 1.4に RF放電式イオンスラスタの構成を示す．
1.4.3 マイクロ波放電式イオンスラスタ
マイクロ波放電式イオン源は，その内側にリング状永久磁石列を配置した単純構造となって
いる．ここに推進剤を注入し，マイクロ波を投入する．投入されたマイクロ波によって永久磁
石表面近傍で電子サイクロトン共鳴 (ECR : Electron Cyclotron Resonance) 放電を起こし，プ
ラズマを生成する．マイクロ波による無電極プラズマ生成を採用しているため，耐久性に優れ
ている．スラスタの構成も比較的シンプルであるため，信頼性や運用性に優れている．しか
し，マイクロ波のカットオフという物理的な制約を受けるので生成プラズマ密度が比較的薄
く，さらに一様な密度でプラズマ生成をすることが難しい．また，発電した直流電力をマイク
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ロ波電力に変換する都合上，電力効率も比較的低い．高電圧を扱うイオンスラスタでは各部の
高電圧絶縁が必要になる．直流放電式では加速グリッド間の絶縁と推進剤ガス系を絶縁するガ
スアイソレータのみでよいが，マイクロ波放電型ではこれらに加えてマイクロ波系を絶縁する
DCブロックが必要となる．図 1.5にマイクロ波放電式イオンスラスタの構成を示す．
図 1.3: 直流放電型イオンスラスタの概念図
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図 1.4: RF放電式イオンスラスタの概念図
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図 1.5: マイクロ波放電型イオンスラスタの概念図
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1.5 負イオンの生成方式
負イオンの生成方法は，表面生成方式と体積生成方式に大別される．
1.5.1 表面生成方式
表面生成方式は，図 1.6に示すようにプラズマ中に設置した仕事関数の低い金属表面に正イ
オンが入射し，表面での相互作用により負イオンに変換する方式である．金属表面近傍に原子
が位置するとき，電子に対するエネルギー障壁は図 1.7のようになる [2]．電離過程において，
仕事関数，電子親和力，電離電圧，表面電界，粒子放出速度がどのようにかかわるかによっ
て，電離機構及びその名称が表 1.2のように異なる．表面生成方式は，プラズマ中のスパッタ
―ターゲットの材料を変えることによって，さまざまな種類の負イオンを作成することが可能
である [3].
Cs被膜
－
＋
－
正イオン入射
負イオン（反射粒子）
負イオン（スパッタ
リング粒子）
スパッタ
ターゲット
図 1.6: 表面生成方式負イオン源
表 1.2: 表面効果を利用した種々のイオン生成法と主要な物理量の関係 [2]
電離機構 イオンの種類 金属の仕事関数 電子親和力 電離電圧 表面電界 粒子放出速度
（正・負） F Ea Vi E v
表面電離 正 より高く ―― Vi F = 0 = 0
負 より低く Ea F ―― = 0 = 0
二次イオン放出 負 より低く より高く ―― = 0 より速く
h  = 2p exp( p(F Ea)2av? )
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図 1.7: 金属表面近傍における電子のエネルギー障壁 [2]
16 第 1章 諸言
1.5.2 体積生成方式
体積生成方式は，主に水素のような振動励起分子の負イオン生成に用いられる．図 1.8に示
すようにプラズマ中にグリッドと平行な数十 G程度の横磁場（磁気フィルタ）を設け，20[eV]
以上のの電子温度の高い領域と数 eV程度の電子温度の低い領域にプラズマを分離する．電子
温度の高い領域での電子衝突により分子を振動励起状態とし，電子温度の低い領域で電子が解
離性付着することによって負イオンが生成される．
H2 + efast(>20eV)! H2(excited state) + e
H2(excited state) + eslow (1eV)! H  + H
水素分子の解離性付着衝突断面積は励起振動順位によって異なるが，表 1.3 に示すように，
4:310 16[cm2]程度の値をとる [4]．
B
H2+efast
→H2*+efast’
H2*+eslow
→H
-
+ H
H
-
Electrostatic
Acceleration
Magnetic 
Filter
図 1.8: 磁気フィルタにより電子温度の異なる２空間を形成する体積生成方式
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1.6 スラスタ以外の負イオンビーム源
1.6.1 中性粒子入射加熱装置用負水素イオンビーム源
世界的に広く研究されている負イオンビーム源として，ヘリカル型やトカマク型核融合プラ
ズマの加熱源である中性粒子入射加熱装置 (NBI:Neutral Beam Injector)用の負水素イオンビー
ム源が存在する [5–8]．トカマク型核融合実験装置に使用されている JT-60Uの負水素イオン
ビーム源は，エネルギーが 500[keV]，10[MW]のビーム源を目指した研究が行われている [9]．
静電場で加速されたイオンビームを強磁場である核融合プラズマに入射するには，中性ビー
ムに変換する必要がある．しかし正イオンビームを電荷交換衝突を用いて中性ビームに変換す
る場合，図 1.9に示すように 100[keV]以上では 20％以下と効率が低いことがわかる [10,11]．
そのため，近年は高いビームエネルギーでも電荷交換衝突確率が高い負イオンビームを用いる
ことが一般的となった．負イオン生成方式は主に体積生成型が用いられ，負イオン密度を増加
させるためにグリッド表面に Cs添加が行われることが多い．安定した負イオン生成を行うた
めにはグリッド表面の温度を調節し，セシウム原子層厚みを平均 0.6層程度に制御する必要が
ある [12]．
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表 1.3: 水素分子の電子付着衝突断面積 [4]
v E(eV ) sDA(cm2)
0 3.75 2.8 10 21
1 3.23 8.3 10 20
2 2.75 1.0 10 18
3 2.29 7.5 10 18
4 1.86 3.8 10 17
5 1.46 1.2 10 16
6 1.08 2.9 10 16
7 0.74 4.3 10 16
8 0.42 3.2 10 16
9 0.14 4.3 10 16
図 1.9: 正負水素イオンに対する中性化効率のビームエネルギー依存 [10]
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1.6.2 フラーレン負イオンビーム源
フラーレンの負イオンビーム源については，二次イオン質量分析 (SIMS:Secondary Ion Mass
Spectrometry)用ビーム源や，加速器用ビーム源，さらにはスパッタリングへの適用などの研
究が存在する．これは，フラーレン負イオンビームは下記に示す特徴を有するためである．
1. 絶縁体や絶縁された金属・半導体へのビーム照射を行ってもチャージングが発生しに
くい
2. 薄膜や中性ガスに照射することにより，負イオンから正イオンに変換が可能
3. ターゲットの高い表面脱離効率
4. ターゲットの高いエッチング収率
5. ターゲットのラテラルスパッタ効果
このうち 1と 2はビームが負イオンであることの効果である．1に関して，正イオンの場合は
ビームを絶縁体や絶縁された金属・半導体に照射すると，ターゲットはイオンビームの加速
電圧程度まで正に帯電（チャージング）し照射が正常に行えなくなる（図 1.10）[13, 14]．電
荷のない中性粒子ビームを用いても二次電子放出により数十 Vに帯電する．しかし負イオン
ビームの場合は，ターゲットにビームが衝突したとき放出される二次電子が負の帯電を抑制す
るためにチャージングがほとんど発生しない．この帯電電位は，ターゲットに入射する負イオ
ンビーム電流と二次電子放出電流が等しくなる下記の平衡条件から求めることができる．
g
Z Emax
eVc
N(E)dE = 1 (1.6.1)
ここで Vc は絶縁されたターゲットの帯電電位，g はターゲットの二次電子放出比，N(E)は二
次電子放出エネルギー分布である．図 1.11に示すように，測定した二次電子放出比と二次電
子放出エネルギー分布から帯電電位を数値計算により求めたものは，電極の帯電を直接測定
した実測と一致する [15]．帯電電位は負イオンのエネルギーの 1/2 乗にほぼ比例する関係が
ある．
2 に関して，負イオンビームが薄膜や中性ガスに衝突すると電子が脱離し正イオンに変換
される性質を利用し，タンデム加速器などのビーム源として負イオンを用いることができ
る [16, 17]．
3から 5はフラーレンがクラスター粒子であることの効果である [18]．入射粒子として原子
イオンを用いる SIMSに代わって，サイズの大きな入射粒子を用いる SIMS，すなわちクラス
ター SIMS が開発されている [19]．入射粒子のサイズが大きくなるにつれて，ターゲットの
脱離効率が非線形的に著しく増大する．原子イオンとクラスターイオンのターゲット照射の比
較例として，図 1.12に，15[kV]の Ga+ および C+60 イオンを Agf111g表面に衝突した場合の
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動力学シミュレーション結果を示す [20]．Ga+ イオン衝突の場合，入射したイオンが資料内
部に侵入し，内部構造が破壊されて層構造の乱れ (interlayer mixing)が生じ，入射粒子の運動
エネルギーが主にターゲット内部で消費されるので，表面からの脱離原子数は少ない．一方，
C+60 イオン衝突の場合，衝突粒子のサイズが大きくなるために，原子イオン照射に比べて表面
近傍へのエネルギー付与の割合が増え，表面からの脱離原子数が Ga+ イオンと比べてけた違
いに大きくなる．
カリフォルニア大学で開発された SIMS 用フラーレン負イオンビーム源は，タングステン
フィラメント直流放電型プラズマ源で，負イオンビーム電流は 200 [nA]である [21]．また日本
原子力開発機構で開発されたタンデム加速器用のフラーレン負イオンビーム源は平均 50[pA]
程度であり，近年開発した SNICS2のスパッタロッドを小型オーブンロッドに置き換えた電子
付着方式による負イオン生成法でも従来の 1000倍程度のビーム強度である [22]．しかし一般
的なイオンスラスタのビーム電流は mA級と，上記のフラーレン負イオンビーム源の 1000倍
以上のビーム電流が必要となり，新たなイオン源の開発が必要である．
図 1.10: 絶縁された電極に正イオン，中性粒子，負イオンを照射したときの帯電機構 [13]
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図 1.11: 負イオンを (a)絶縁された物体表面と (b)絶縁体の表面に照射したときの帯電電位 [15]
図 1.12: 15kVの Ga+ および C+60 イオンを Agf111g表面に衝突した場合の動力学シミュレー
ション結果 [20]
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1.7 PEGASES イオンスラスタ
本研究の類似の研究として，フランスの LPP(Laboratoire de Physique des Plasmas) で研究
されている PEGSESスラスタが存在する [23–27]．PEGASESスラスタは図 1.13に示すよう
に RF 放電方式を用いたスラスタで，推進剤に SF6 を用いており，１つのイオン源から正負
イオンをおよそ 200[kHz]で交互に射出している．PEGSESEスラスタは正負イオンを１つの
イオン源から引き出すことでシステムが複雑になり，加速電圧は 350[V]程度の加速しか行
えておらず，加速電圧の低下は推進効率の低下を招いている．さらに図 1.13からわかるよう
に，加速電源は GNDと接続されているが，宇宙機は静電容量がせいぜい数百 pA程度の孤立
導体であり，正負イオンを単独で射出している間に宇宙機のチャージアップが瞬時に発生し，
イオンの加速はほとんど行えないと考えられる．またこれまでに推力測定を行ったという報告
もない．
本研究におけるスラスタシステムは，正イオンと負イオンをそれぞれ別のイオン源としてい
るため，正負両電荷の射出量を常時等しくすることにより宇宙機のチャージアップは発生しな
いと考えられる．また正イオン源，負イオン源それぞれに最適化したイオン源を用いることが
でき，加速電圧も既存スラスタと同じ数 kVの加速が行えることが考えられる．
図 1.13: PEGASESイオンスラスタの概念図 [23]
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1.8 研究目的
本研究は，図 1.14に示すように，中和器の代替として負電荷を射出する負イオンスラスタ
を提案した．すでに成熟し，さらなる性能向上が見込まれない既存のキセノン正イオンスラス
タに対して，斬新な工夫を施した新たな挑戦である．負イオンスラスタの推進剤として，キセ
ノンの 5.5倍の質量であるフラーレン C60 を用いることによって，電圧効率の上昇も見込まれ
る．正イオン源と負イオン源を分けることにより，それぞれのイオンに特化したスラスタ設計
が可能で，さらに定常的に正負両イオンを射出するため宇宙機の帯電も発生しないと考えられ
る．このようなイオンスラスタシステムは世界にも例がなく，本研究はその先駆けとなるもの
である．
本研究の目的は，フラーレン負イオンスラスタを用いた正負イオンスラスタシステムの成立
性の実験的検証である．提案システムの実証のため，はじめにフラーレン負イオンスラスタの
構築を行う．次に，フラーレン負イオンビームの加速実証のため，構築した負イオンスラスタ
から負電荷を射出し，E × Bプローブ，磁気フィルタ付ファラデープローブ，ビームターゲッ
トの 3つの異なるビーム測定を行う．次に，正負イオンスラスタのビーム中和についての知見
を得るため，正負イオン同時射出時のファラデープローブによるビームプロファイル取得と，
エミッシブプローブによる空間電位測定を行う．最後に正負イオンスラスタシステムの成立性
検証のため，構築したフラーレン負イオンスラスタとキセノン正イオンスラスタを電気的に接
続し，フロート状態を模擬して同時噴射のデモンストレーションを行う．
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Xe Neutralizer
Xe Positive Ion 
Thruster
C60 Negative Ion 
Thruster
Xe Positive Ion 
Thruster
図 1.14: 提案した C60 負イオン +Xe正イオンスラスタシステムの概念図
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正負イオンスラスタの性能評価
本章は，はじめに一般的な正イオンスラスタシステムの性能評価について述べ，そののちにフ
ラーレンを負イオンスラスタに用いた正負イオンスラスタシステムの性能評価について述べ
る．以下に各パラメータの定義と計算式を示す．
記号
Ci ：イオン生成コスト M ：イオン質量
Cn ：中和コスト P ：投入電力
e ：電荷素量 Pi ：放電電力
F ：推力 v ：イオンビーム速度
g ：海面での重力加速度 Vs ：加速電圧
Ia ：アクセル電流 h ：推進効率
Ib ：ビーム電流 hdiv ：ビーム発散効率
Is ：スクリーン電流 hI ：電流効率
Isp ：比推力 hmulti ：多価イオン効率
m˙ ：推進剤流量 hu ：推進剤利用効率
m˙b ：ビーム電流のイオン質量流量換算 hnu ：中和器推進剤利用効率
m˙bi ：イオン質量流量 hV ：電圧効率
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2.1 正イオンスラスタの性能評価
ここでは既存のシステムである正イオンスラスタヘッドと中和器を用いたイオンスラスタシ
ステムの性能評価を行う．
2.1.1 推力
イオンスラスタがイオン噴射により発生する推力は次式で与えられる.
F = hdivhmultim˙bv= hdivhmultiIb
r
2MVs
e
(2.1.1)
これからわかるように，推力はビーム電流に比例するが，次式で表される空間電荷制限則によ
り抽出できるイオンビーム電流密度には制限がある．
Jsi =
4
9
e0
r
2e
M
V 3=2s
L2s
(2.1.2)
例えば，1価のキセノンイオンを電位差 1,500V，電極間距離 1mmで加速させた場合，空間電
荷制限電流密度は約 28mA=m2 となる．従って，大推力化するにはイオン放出面積を大きくす
るのが一般的である．また，イオン質量が大きな推進剤を用いることも有利となる．
イオンスラスタの推力は極めて微小であるため，推力を精度よく直接計測することは困難で
あり，イオンビーム電流から計算により求めることが一般的である．運用を通じて実際の推力
とほぼ一致することが確認されている．
2.1.2 比推力
消費推進剤流量に対する推力をの大小を表す指標であり，次式で表される．
Isp =
F
m˙g
=
hdivhmultihu
g
v=
hdivhmultihu
g
r
2eVs
M
(2.1.3)
比推力に重力加速度を乗じれば，推進剤の平均排気速度として考えることもできる．式 (2.1.1)
より推力一定のもと，排気速度が高ければ，必要となる推進剤流量が低減できるので，ペイ
ロードが限らられる宇宙推進機関としては重要な性能指標の 1つである．イオンスラスタの場
合は，加速電圧とイオン質量により決まるので，推進剤には希ガスの中で分子量が高いキセノ
ンが主に用いられる．
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2.1.3 推進剤利用効率
供給推進剤の全粒子に対する，推力に寄与した粒子の割合で，次式で表される．
hu =
m˙b
m˙
=
MIb
em˙
(2.1.4)
この値が低いと比推力が低下し，電荷交換反応が増大して，アクセルグリッドの侵食量を増大
させる．実際の宇宙機搭載時においては，推進剤に大きく影響をあたえるため，実用上，重要
なパラメータとなる．
2.1.4 イオン生成コスト
イオン 1個あたりの生成に要する電力で，次式で表される．
Ci =
Pi
Is
(2.1.5)
イオン生成コストは直流放電式イオンスラスタでは総消費電力に占めるイオン源での放電電圧
の割合であり，放電損失とも呼ばれる．推進に直接寄与しないので推進剤利用効率との兼ね合
いを考慮しながら，できるだけ抑えたほうが良い．
2.1.5 電流効率と電圧効率
電流効率 hI と電圧効率 hV は次式で表される．
hI =
Ib
Is
(2.1.6)
hV =
Vs
Vs+Ci+Cn+ IaIs (Va Cn)
 Vs
Vs+Ci+Cn
(2.1.7)
最適化されたイオンエンジンの場合，アクセル電流はスクリーン電流に比べて少ないため，式
2.1.7の近似が成り立つ．
2.1.6 推進効率
電気推進機に投入した電力がどれだけ推力発生の運動エネルギーに変換されたかを表す指標
であり，次式で表される．
h =
F2
2m˙P
=
FgIsp
2P
= hmulti2hdiv2huhVhI (2.1.8)
式からわかるように，一定電力で推進効率が不変とすると，推力は比推力に反比例しているこ
とがわかる．
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2.2 正負イオンスラスタの性能評価
正負イオンスラスタシステムは，中和器に使用していた推進剤と電力消費がなくなるため，
システム全体の推進剤利用効率と電圧効率の上昇が見込まれる．以下では正負イオンスラスタ
システムにおける正イオンスラスタのパラメータに + を，負イオンスラスタのパラメータに
  を，正負両イオンスラスタで同じ値のパラメータに  の上付き文字をつける．正負イオ
ンスラスタシステム全体の値を示すパラメータには上付き文字をつけない．
イオンスラスタの推進効率 h は，
h =
F2
2m˙P
(2.2.1)
と表すことができるが，正負イオンスラスタの全推力 F は，
F = h+multih
+
divm˙
+
b v
++h multih
 
divm˙
 
b v
  (2.2.2)
と表すことができる．また全推進剤流量 m˙は，
m˙= m˙++ m˙  (2.2.3)
=
m˙+b
h+u
+
m˙ b
h u
(2.2.4)
となる．さらに全消費電力 Pは，
P= Is+(Vs++Ci+)+ Is (Vs +Ci ) (2.2.5)
= (Ib++ Ia+)(Vs++Ci+)+(Ib + Ia )(Vs +Ci ) (2.2.6)
と表される．
ここで，単純化を行い
M M+ =M  (2.2.7)
hdiv  h+div = h div (2.2.8)
Vs Vs+ =Vs  (2.2.9)
v  v+ = v  (2.2.10)
Ia  Ia+ = Ia  (2.2.11)
とする．宇宙機が帯電しないためには，正イオンビーム電流と負イオンビーム電流が等しいこ
とが必要であるため，
Ib  Ib+ = Ib  (2.2.12)
である．よって
m˙b  m˙+b = m˙ b (2.2.13)
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となる．また，エネルギー保存則より，
1
2
Mv2 = eVs (2.2.14)
であるため，推力 F は，
F = 2
hmulti++hmulti 
2
hdivm˙

b
r
2eVs
M
(2.2.15)
= 2
hmulti++hmulti 
2
hdiv
q
2Vs m˙b I

b (2.2.16)
となる．また，推進剤流量 m˙は，
m˙= m˙b (
1
hu+
+
1
hu 
) (2.2.17)
= m˙b
hu++hu 
hu+hu 
(2.2.18)
さらに消費電力 Pは
P= (Ib + I

a )(2V

s +Ci
++Ci ) (2.2.19)
以上より正負イオンスラスタの推進効率は，
h =
F2
2m˙P
(2.2.20)
=
[2hmulti
++hmulti 
2 h

div
q
2eVs m˙b I

b ]
2
2m˙b
hu++hu 
hu+hu  (I

b + I

a )(2Vs +Ci++Ci )
(2.2.21)
= (
hmulti++hmulti 
2
)2hdiv
2 2hu+hu 
hu++hu 
2Vs
2Vs +Ci++Ci 
Ib
Ib + I

a
(2.2.22)
= hmulti2hdiv2huhVhI (2.2.23)
となる．ここで，
hmulti =
hmulti++hmulti 
2
(2.2.24)
hu =
2hu+hu 
hu++hu 
=
2m˙b
m˙++ m˙ 
(2.2.25)
hV =
2Vs
2Vs +Ci++Ci 
(2.2.26)
とおいた．
正負イオンスラスタの推進剤利用効率の式 2.2.25 には中和器の推進剤流量が含まれておら
ず，さらに電圧効率の式 2.2.26 に中和コストが含まれていないことがわかる．以上のことか
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ら，正負イオンスラスタシステムは中和器に使用されていた推進剤と電力の消費がなくなり，
既存のシステムと比べて推進効率が上昇することがわかる．直観的な説明としては，図 2.1に
示すようにスラスタ 2台分の推力を発生するとき，正負イオンスラスタシステムは既存の正イ
オンスラスタシステムより，中和器 2台分の推進剤と電力の消費分効率が上昇する（正負両イ
オンスラスタが同じ性能と仮定）．
図 2.2に，推進剤をキセノン程度の質量としたときの正負イオンスラスタと，既存のキセノ
ン正イオンスラスタ（μ 10)＋中和器の推進効率の比較を示す．図 2.3に推進剤をキセノン程
度の質量としたときの正負イオンスラスタと，既存のキセノン正イオンスラスタ（μ 10) ＋
中和器の推力電力比の比較を示す．なお，比較に用いたスラスタのパラメータを表 2.2 に示
す [28]．図より中和器を排除したことにより，負イオン生成コストが 500[W/A]程度でも既存
のキセノン正イオンスラスタ＋中和器システムより推進効率が高くなることがわかる．
Neutralizer
Positive Ion Thruster
Positive Ion Thruster
Negative Ion Thruster
図 2.1: 正負イオンスラスタシステム効率上昇の概念図
表 2.2: 推進効率と推力電力比の計算に用いたスラスタパラメータ内訳 [28]
h2div 94％
h2multi 92％
hI 99％
C+i 200[W/A]
h+u 90％
C+n 80[W/A]
h+nu 400％
h u 90％
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2.2.1 電子引出による負イオンスラスタの推進効率低下
負イオンスラスタは負電荷である電子も原理的に加速されてしまう．電子は質量がイオンと
比べて極端に小さいため，電子加速による推力はほとんど発生せず，電子を加速したエネル
ギーはすべて損失となる．負イオンビーム電流を Ibi とし，負電荷ビーム電流に含まれる負イ
オンの割合 hbi を，
hbi  IbiIb (2.2.27)
と定義する．イオン質量流量 m˙bi は，正イオンスラスタの場合の場合は
m˙bi = m˙b =M
Ib
e
(2.2.28)
となるが，負イオンスラスタの場合はビーム電流中に電子電流も含まれるため，ビーム電流の
イオン質量流量換算 m˙b とイオン質量流量 m˙bi は異なり，
m˙bi = m˙bhbi =M
Ib
e
hbi (2.2.29)
となる．よって負イオンスラスタ単体の推力 F は，
F = hmultihdivm˙biv (2.2.30)
= hmultihdiv
p
2Vsm˙biIbhbi (2.2.31)
となる．よって負イオンスラスタ単体の推進効率 h は，
h =
F
2m˙P
(2.2.32)
=
hmulti2hdiv2(2Vsm˙biIbhbi)
(Ib+ Ia)(Vs+Ci)
m˙bi
hu
(2.2.33)
= hmulti2hdiv2huhVhIhbi (2.2.34)
となり，負イオンスラスタの推進効率の式には hbi の項が増えることとなる (図 2.4)．
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SG AG
（Electron+Negative Ion)
図 2.4: 電子引き出しによる推進効率の低下
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2.3 重分子フラーレンを推進剤としたスラスタの性能評価
イオンスラスタやホールスラスタの推進剤として，現在広く用いられている元素は希ガスの
キセノンである．これは，以下の理由によるものである [28]．
1. 高比推力推進では粒子質量が重いほど高い推力電力費が得られる．
2. 一般に重い粒子ほど電離電圧が低い．
3. 重い粒子は速度が遅いため，中性気体の閉じ込め効率が高い．
4. キセノンは貯蔵タンクへの充填効率が高い．
5. 漏えいしたキセノンは気体状態で宇宙機に付着せず，汚染することがない．
6. 毒性がない．
これらの理由のうち，1から 3が言及しているように，重い粒子ほど有利であることがわかる．
表 2.3に示すように，フラーレンはキセノンの 5.5倍の質量を持つことから，キセノンスラス
タと比べてさらなる性能向上が見込まれる．実際，1990年代にはフラーレンを推進剤とした
正イオンスラスタの研究が NASA-JPL（アメリカ航空宇宙局ジェット推進研究所），BUSEK
Corporation，東京都立科学技術大学（現：首都大学東京）および The Aerospace Corporation
において研究されていた [29–43]．
フラーレン C60 を推進剤としたときのスラスタヘッド単体の電圧効率 hV は，イオン生成コ
スト Ci をキセノンと同じ 200[W/A]とし，比推力をパラメータとすると図 2.5のようになる．
比推力 2000sにおいては，電圧効率はキセノン 60％に対しフラーレンは 90％と，1.5倍の性
能向上が見込まれることがわかる．これは，イオンスラスタヘッド単体の電圧効率は
hV =
Vs
VS+Ci
(2.3.1)
と表されるが，加速電圧 Vs は比推力を用いて表すと，
VS =
Mg2
2e
I2sp (2.3.2)
となり加速電圧は分子量（原子量）に比例するため（hdiv = hmulti = hU = 1 と単純化してい
る），相対的にイオン生成コストの寄与が小さくなり電圧効率が上昇する．電圧効率の上昇に
より，推進効率や推力電力比が上昇する．
しかし，キセノンと違いフラーレンは常温で固体であり，900[K] のとき蒸気圧が 1[Pa] 程
度と高温で昇華する必要がある．これはイオンスラスタの研究初期に開発された，セシウム
（400[K])や水銀（300[K]）と比べても非常に高い温度である．よって，フラーレンをスラ
スタに供給するための昇華装置やスラスタ壁面の加熱が必要となり，推進効率の低下を引き起
こす．さらに，気体状態のフラーレンが宇宙機に付着し汚染することも考えられる．
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表 2.3: フラーレンとキセノンの特性比較
Property C60 Xe
Ionization energy [eV] 7.61 12.13
Electron affinity [eV] 2.65 ――
Weight [g/mol] 720.7 131.3
State of matter Solid Gas
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図 2.5: フラーレンとキセノンを推進剤としたときの電圧効率の比較
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2.4 フラーレン負イオン + キセノン正イオンスラスタの性能
評価
フラーレンを用いた負イオンスラスタシステムは，これまでに述べたように下記の利点が
ある．
 中和器の排除による電圧効率 hV と推進剤利用効率 hu の上昇
 重分子フラーレンを推進剤に用いることによる電圧効率 hV の上昇
このことより，フラーレン負イオン＋キセノン正イオンスラスタシステムの推進効率は，図
2.6のようになる．さらに，推力電力比は図 2.7のようになる．図 2.6より，負イオン生成コ
ストが 2000[W/A]であっても，従来のスラスタシステムより推進効率が上昇することが見込
まれる．また図 2.7より，負イオン生成コストが 1000[W/A]であっても，従来のスラスタシ
ステムより推力電力比が上昇することが見込まれる．
以上より，フラーレン負イオンスラスタを用いたスラスタシステムは既存のキセノン正イオ
ンスラスタシステムと比べて飛躍的な性能向上が見込まれることがわかる．
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図 2.6: フラーレン負イオン +キセノン正イオンスラスタシステムの推進効率
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3
実験装置
本章は，本研究で使用したスラスタや真空装置等の実験装置について述べる．
3.1 真空装置
真空槽排気系配管図を図 3.1に，外観の写真を図 3.2に示す．真空槽は一辺が 40[cm]の長
方形型をしており，イオンスラスタやビーム計測器を真空槽に直置きすることが可能である．
真空槽は１台の油拡散ポンプと，1台のターボ分子ポンプ，粗引きで３台のロータリーポンプ
を用いており，到達真空度は 110 4[Pa]である．各ポンプの仕様を表 3.1に示す．キセノン
を 1[sccm] 導入した時の真空度は 2 10 3[Pa] である．一般的に推進機作動時に真空槽内圧
が 110 3[Pa]を超えた場合，推進機外に放出された推進剤の再利用を考慮して推進剤利用効
率を補正する必要があるが，本研究ではスラスタシステムの実証が目的であり，もともと推進
剤利用効率の低いスラスタを用いているため考慮しない．真空槽内の圧力はは B-Aゲージを
用いて測定している．
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400 mm
400 mm DP
RP RP
RPTMP
1000 mm
350 mm
図 3.1: 真空装置概念図
図 3.2: 真空装置写真
表 3.1: 真空装置
モデル 排気速度
ロータリーポンプ 芝浦エレテック　 DRP-360YLL 300 [L/min]
ターボ分子ポンプ 大阪真空　 TG220F 210 [L/s]
油拡散ポンプ　 アルバック　 ULK-10A D-11（水冷バッフル付） 1600 [L/s]
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3.2 キセノン正イオンスラスタ
3.2.1 マイクロ波放電式プラズマ源
プラズマ源は，イオンスラスタ m10の中和器として用いられるマイクロ波放電式プラズマ
源を用いた．同軸ケーブルに直結されたアンテナから入力されたマイクロ波と，永久磁石の
作る磁気回路磁極により，電子サイクロトロン共鳴（ECR:Electron Cyclotron Resonance）に
よって偶存電子を加速・加熱し，プラズマ生成を行う形態をとる．写真を図 3.3に示す．
3.2.2 マイクロ波系
マイクロ波発振器（4.25[GHz]）より発振されたマイクロ波はマイクロ波アンプへと導入・
増幅され，スタブチューナーにより反射マイクロ波を調整し，DCブロックを介してプラズマ
源のアンテナに導入される．マイクロ波アンプは 020[W]までの出力があり，反射電力も同
時にモニターできる．DCブロックを経てアンテナに投入されるため，マイクロ波電力はアン
プを出た直後と比較すると減衰するので，パワーメータなどにより定期的に計測し，校正する
必要がある．マイクロ波電力はビーム電流が 0.5[mA]のときおよそ 1[W]である．
3.2.3 推進剤供給系
推進剤にはキセノンを用いている．キセノンはガスボンベから最大流量 1sccm のマスフ
ローコントローラーを介して流量制御を行う．コントローラ・放電室間はガスチューブでつな
がれており，ガスアイソレータにより高電位のエンジンから絶縁を保ち，放電が起こらないよ
うにしている．推進剤流量は 0.75sccmである．
3.2.4 電源系
加速電源供給系は，スクリーン用電源，アクセル用電源からなる．各電源における最大電
圧・最大電流は，スクリーン用電源が 3000[V]・33[mA]，アクセル用電源が 600[V]・500[mA]
となっている．アクセル電圧は-200[V] 固定で，スクリーン用電源は実験によって異なり主
に +500[V]もしくは +700[V]である．
3.2.5 DCブロック
GND電位のマイクロ波アンプから 1kV程度に印加されたスラスタにマイクロ波を投入する
にあたり，図 3.4に示すような DCブロックを用いる．DCブロックは誘電体により絶縁を保
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ちながらマイクロ波を低損失で伝送する役割を担っており，マイクロ波放電式イオンスラスタ
においては必要不可欠な部品である．DCブロックの伝送効率の向上がスラスタの推力電力比
の向上にもつながるため，DCブロックの改良が試みられてきた．本研究では NEC製の改良
DCブロックを用いた．
図 3.3: マイクロ波放電式キセノン正イオンスラスタ
図 3.4: DCブロック（上：改良タイプ，下：従来タイプ）
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3.3 フラーレン負イオンスラスタ
3.3.1 推進剤供給系
本研究で用いたフラーレンは主に C60 から成るフラーレンを用いており，存在比は（C60：
C70：higher）=（70 ％：28 ％：2 ％）である．フラーレンは供給穴の開いた加熱容器で昇華
され，気体状態でスラスタ内部に導入される．供給器はスラスタ壁面と電気的に接続されてい
る．フラーレン供給器の詳細は次章で述べる．フラーレン以外のガス導入口も設けており，キ
セノン等のガス導入も可能である．キセノンはガスボンベから最大流量 5[sccm]のマスフロー
コントローラーを介して流量制御を行い導入する．コントローラ・放電室間はガスチューブで
つながれており，ガスアイソレータにより高電位のスラスタから絶縁を保ち，放電が起こらな
いようにしている．フラーレンプラズマ生成時にキセノンは導入せず，純フラーレンプラズマ
である．フラーレンの供給レートはおよそ 1[mg/s]とした．
3.3.2 電源系
加速電源供給系は，スクリーン用電源，アクセル用電源からなる．加速用電源の写真を図
3.5に示す．各電源における最大電圧・最大電流は，スクリーン用電源が 1500[V]・100[mA]，
アクセル用電源が 500[V]・100[mA] である．負電荷加速時のアクセル電圧は +200[V] 固定
で，スクリーン電圧は実験によって異なり，主に-500[V]もしくは-700[V]である．正電荷加
速時のアクセル電圧は-200[V]固定で，スクリーン電圧は実験によって異なり，主に +500[V]
もしくは +700[V]である．
プラズマ生成用電源は，フィラメント加熱用電源，アノード用電源，電子収集電極用電源，ス
クリーングリッドバイアス用電源からなる．プラズマ生成用電源の写真を図 3.6に示す．各電
源における最大電圧・最大電流は，フィラメント加熱用電源が 60[V]・10[A]，アノード用電源
が 60[V]・5[A]，電子収集電極用電源が 110[V]・1.5[A]，グリッドバイアス用電源が 110[V]・
1.3[A]である．供給器加熱用電源はフラーレン昇華供給器のヒータ加熱に用い，最大電圧・最
大電流は 350[V]・3[A]である．プラズマ生成用電源と供給器加熱用電源は，耐圧 5[kV]・定
格容量 3[kVA]の高耐圧絶縁トランスにより GNDから絶縁した．
3.3.3 直流放電式プラズマ源
フラーレン負イオンスラスタにはφ 0.23の 2％トリア添加タングステンフィラメントを電
子源とした直流放電式プラズマ源を開発した．これは，フラーレン正イオンスラスタの先行研
究において，RF放電など電子源が存在しないプラズマ源ではフラーレンの電子付着確率が高
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く電子を吸収してしまうため，プラズマを維持することが困難であったためである [41, 44]．
本研究で開発したスラスタの写真を図 3.7に，回路図を図 3.8に示す．スラスタは 7 × 7[cm2]，
長さが 14[cm]の直方体のステンレス製である．スラスタ内部スクリーングリッド近傍の電子
密度を抑制するために，磁気フィルタと電子収集電極を使用している．磁気フィルタの磁場は
ネオジム磁石により最大磁場強度 24[mT]の磁場を生成しており，電子の移動度を抑制してい
る．電子収集電極は，電極電位がプラズマ電位を上回った時に磁気フィルタにトラップされた
電子が収集されて電子密度を抑制する．抑制できずに加速された電子はアクセルグリッドに電
気的に接続された磁気フィルタに吸収される．スクリーングリッドとアクセルグリッドは厚さ
0.8[mm]の SUS製Φ 3ピッチ 5[mm]の 60°千鳥型で，開口率は 32.6％のものを用いた．各
電源の設定値を表 3.2に示す．
スラスタ内外部の２次元磁場を有限要素法磁場解析ソフト「Finite Element Model Magnetics」
を用いて解析した．結果を図 3.9に示す．スラスタ内部の最大磁場は実測で 24[mT]と，解析
結果とほぼ等しい．またアクセルグリッドに接続された磁気フィルタの最大磁場は 15[mT]で
ある．
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正イオンスラスタ
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マイクロ波アンプ
マスフローコントローラ
図 3.5: 正負イオンスラスタ加速用電源
表 3.2: 電源の設定値
Param. Set Value
IFil 7 [A] （VFil  6 [V]）
VA 40 [V] （IA  200 [mA]）
VE:col 50 [V] （IE:col  10 [mA]）
VScrBias 25 [V] （IScrBias  1 [mA]）
jVScrj 700 [V] （jIScrj  1 [mA]）
jVAccj 200 [V] （jIAccj  1 [mA]）
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アノード電源
フィラメント電源
電子収集電極電源
スクリーンバイアス
電源
温度制御器
昇華ヒータ用電源
図 3.6: 負イオンスラスタプラズマ生成用電源
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図 3.7: 負イオンスラスタの写真
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図 3.8: 負イオンスラスタの回路図
図 3.9: スラスタ内部の磁場解析
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ラングミュアプローブによるスラスタ内部計測
磁気フィルタや電子収集電極，フラーレン供給量のプラズマへの影響を調べるため，スラス
タにフラーレンを導入し，プラズマを点火した状態でスラスタ内部のラングミュアプローブ計
測を行った．プローブの先端部電極は長さ 8[mm]のφ 0.2タングステン線を使用し，アルミ
ナ性の絶縁管で覆ったものを製作した．測定位置はスラスタ内部のグリッド上流 10[mm]程度
で磁場強度が 15[mT]の箇所で測定を行った．なお電子のラーマ半径は電子温度 3[eV]とする
と 0.3[mm]である．
図 3.10が電子収集電極電圧を変化させたときのラングミュアプローブ測定結果である．フ
ラーレン流量はおよそ 1[mg/s]で一定とした．電子収集電極が 45[V]以上になると電子飽和電
流とイオン飽和電流の割合が 10以下まで減少していることが分かる．これは，電子収集電極
電圧がプラズマ電位以上になると，磁気フィルタにトラップされた電子が電子収集電極に吸収
されるためグリッドまで到達する電子密度が減少するためと考えられる．電子が存在しない
電子フリープラズマのプローブ曲線は，イオン飽和電流と電子飽和電流（負イオン飽和電流）
が等しくなる点対称な曲線となる [45–47]．しかし電子収集電極電圧が 55[V]においてもイオ
ン飽和電流と電子飽和電流の比は 5 程度と，電子フリープラズマは達成していないことが分
かる．
図 3.11がフラーレン流量を変化させたときのラングミュアプローブ測定結果（電子収集電
極電圧 55[V]一定)である．フラーレン流量は，電子天秤にフラーレン供給器を置きリアルタ
イム測定を行った．フラーレン流量が大きくなると電子飽和電流は減少し，2.3[mg/s]程度の
流量ではノイズが発生しているが，電子フリープラズマを示す点対称なプローブ曲線となって
いることが分かる．
以上より，磁気フィルタと電子収集電極，フラーレン流量の調節により，電子フリーなフ
ラーレンプラズマを達成した．しかし，フラーレン流量が 2[mg/s]以上と大流量のときはイオ
ン加速を行うと放電が多発するため，イオン引き出しを行うときは 1[mg/s]程度のフラーレン
流量とする．
3.4 計測装置
フラーレン負イオンスラスタの放電電圧・電流，フィラメント電圧・電流，電子収集電極電
圧，グリッドバイアス電圧，フラーレン供給器温度は GRAPHTEC製 GL820を用いて 200[ms]
のサンプリングレートで測定した．フラーレン負イオンスラスタのスクリーン電流，アクセル
電流，正イオンスラスタのスクリーン電流，アクセル電流，GNDからの帰還電流，スラスタ
基準電位，プローブ電流は GRAPHTEC製 GL900を用いて 10[ms]のサンプリングレートで
測定した．E × Bプローブの微小電流測定には，KEITHLEY製 Model 6487ピコアンメータ
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を用いた．
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図 3.10: 電子収集電極電圧を変化させたときのラングミュアプローブ測定結果
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図 3.11: フラーレン流量を変化させたときのラングミュアプローブ測定結果（電子収集電極電
圧 55[V]一定)

53
4
フラーレン供給装置の開発
本章は，負イオンスラスタの推進剤であるフラーレンの昇華供給装置の設計・製作・評価につ
いて述べる．
4.1 フラーレンの特性
C60 は 1985年に発見された分子で，図 4.1に示すように 12個の 5員環と 20個の 6員環か
らなる 20面体 60頂点を持つサッカーボール形状をしている．C60 よりも炭素数の多い高次フ
ラーレン (多いのは C70)も存在し，C60 は真球に近いが，C70 は球を押しつぶしたような形で
ある．
図 4.1: フラーレン C60
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4.1.1 蒸気圧特性
フラーレンは常温で固体の昇華性を持つ物質である．フラーレン C60 の蒸気圧式は文献 [48]
によると
p[Pa] = 1:0133105 exp(15:202  23160
T
) (4.1.1)
また文献 [49]によると，
p[mTorr] = 41010 exp( 38000
RT
) (4.1.2)
ここで，R は気体定数で 1.987[Cal/mol] である．図 4.2 にフラーレン C60 の蒸気圧曲線を示
す．文献 [48]と [49]の蒸気圧式は異なるが，ほぼ同じ曲線を描くことがわかる．イオンスラ
スタの内圧はおよそ 0.1[Pa]であるため，フラーレン昇華温度は 500℃以上必要であることが
わかる．
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図 4.2: フラーレン C60 の蒸気圧曲線．青線：文献 [48]，緑線：文献 [49]
4.1.2 電子電離・電子付着
フラーレン C60の第１イオン化エネルギーは 7.58[eV]，第 2イオン化エネルギーは 11.5[eV]
であり [50, 51]，キセノン (第 1イオン化エネルギー:12.1[eV])と比べて低い値をとる．C60 の
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電離衝突断面積を図 4.3に示す [52]．また，キセノンの電離衝突断面積を図 4.4に示す [53]．
図より，C60 の電離衝突断面積はキセノンと比べて 10倍程度の高い値をとることがわかる．
電子親和力は 2.65[eV] と，ハロゲン元素相当の高い値である [54]．C60 の電子付着断面積
を図 4.5に示す [55–57]．また，PEGASESスラスタに使用されている六フッ化硫黄 SF6 の電
子付着断面積を図 4.6に示す [58]．図 4.5より，C60 は 1[eV]から 10[eV]までの広い範囲で
10 18[m2]程度の断面積であることがわかる．一方，SF6 は 0[eV]近傍で断面積が大きな値を
とるが，電子エネルギーが大きくなるにつれて著しく減少していることが分かる．
C60+
C58+
C56+
C54+
図 4.3: フラーレン C60 の電離衝突断面積 [52]
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図 4.4: キセノンの電離衝突断面積 [53]
図 4.5: フラーレン C60 の電子付着断面積 [55]
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図 4.6: SF6 の電子付着断面積 [58]
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4.1.3 C2 脱離
フラーレンは電子衝突やレーザ光照射により，C2-loss と呼ばれる C2 ユニットでの脱離が
発生することが知られている [59, 60]．この時生成される C2 は，昇華温度が C60 よりも高く，
電子親和力および電離電圧が大きい（すなわち負イオンの生成は容易であるが正イオンの生成
は容易ではない）．
C+60 !C+58 !C+56 ! 
C2-loss は，C4-loss や C6-loss よりも効率が高い．C+60 から C2-loss に必要な最低エネルギー
は 4.6[eV] [61]から 11.1[eV] [62]の間と見積もられている．しかしフラーレンの中性粒子か
ら脱離反応が発生するのは電子エネルギーが 45[eV]以上のときであり，これはフラーレンが
大きなエネルギーを内包できることに起因すると考えられている [63]．実際，フラーレン正イ
オンスラスタの先行研究においても，アノード電圧がが 35[V] では脱離反応は見られず，ア
ノード電圧が 40[V]の時に発生していた（電子エネルギーはフィラメント電圧約 10[V]も加わ
る）[44]．
一方，C60 の固体表面との衝突による C2-loss等の分解反応は，250[eV]以上の衝突エネル
ギーが必要である [64]．これは，C60 が固体表面に衝突すると非常に大きな変形を受け，衝突
エネルギーの大部分は表面の加熱につかわれるためである [65]．
4.1.4 酸化
フラーレンは単位質量あたりの表面積が大きいため，活性炭と同様に気体分子を吸着する．
室温でも，光があれば酸素分子と物理吸着するが，真空中あるいは不活性雰囲気で 180[℃]以
上で加熱すれば，ほとんどの酸素を除去でき，このとき溶媒分子であるトルエンも除去でき
る．不活性雰囲気ならば 900[℃]までは分解せずに安定して存在する [66]．しかし酸素を含む
雰囲気で C60 を加熱（200[℃]以上)すると，C60-Oのアダクツ（adducts,付加体）の形成が
始まり，エポキシド様の弱い結合から C-O一重結合の強い結合まで形成され，さらに温度を上
げると400[℃]で分解が始まり COと CO2 となって蒸発する [67]．本研究では当初，恒温槽
を用いた空気中でのベーキング（290[℃]・24時間以上）を行ったフラーレンの使用を試みた．
しかし空気中でーベーキング処理したフラーレンを真空中で加熱すると 460[℃]で急激に蒸発
する現象が見られ，発生した気体をスラスタに導入してプラズマを点火し，Quadrupole Mass
Spectrometer(QMS)による質量電荷比の測定を行うと，質量電荷比 28(CO or N2)，44(CO2)が
多量に含まれていた．これは空気中でのベーキングによりフラーレンが酸素と結合し，さらな
る加熱により COや CO2 に分解したためと考えられる．
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4.2 フラーレンの前処理
購入したフラーレン粉体はフレーク状の塊となっており，さらに溶媒であるトルエンや酸素
が混入していることが考えられる．よってこれらの影響をなくすための前処理が必要となる．
前処理として，
1. フレーク状の塊をなくすためにすり鉢ですりつぶし，粒径を小さくする
2. フラーレンを加熱容器に入れ，真空中で 400[℃]・1時間のベーキング処理
を行う．前処理 1を行っていないと，フレーク状の塊は加熱容器との接触面積が小さいため，
加熱昇華後にも供給容器内に塊が残ってしまう．さらに前処理 1を行っていない状態で真空引
きを行うと，フラーレンが容器から噴出する現象が見られた．図 4.7が前処理 1を行っていな
いフラーレンを真空中に放置したときに発生する噴出現象の瞬間の写真である．
前処理 2 については，空気中で行うとフラーレンが酸化するため，必ず真空中（又は不活
性ガス中）で行う必要がある．フラーレンを真空中で 290[℃] でベーキング中の放出ガスを
QMSで測定した結果を図 4.8に示す．図 4.8の質量電荷比 92に大きなピークが見られるが，
これはフラーレンの溶媒であるトルエン（C6H5CH3)であると考えられる．他にもさまざまな
質量電荷比のピークが見られるが，これらはトルエンが分解したものや多価イオンであると
考えられる．真空中で 290[℃] １時間程度のベーキングを行った後，さらに温度を上昇させ
て 400[℃]でベーキング中の放出ガスにも若干ながらトルエンが含まれていたため，前処理は
400[℃]１時間のベーキングを行うこととした．
前処理 1，2を行ったフラーレンを供給器に入れ，685[℃]まで昇温てスラスタに供給し，プ
ラズマを点火した時の QMS による質量電荷比測定結果（QMS の電離フィラメントは OFF）
を図 4.9に示す．結果より，質量電荷比 18(H2O)，28(CO or N2)，44(CO2)が存在しているが，
トルエンは存在していない．質量電荷比が 0近傍の信号は純クリプトンでプラズマを点火した
時も発生したため，このような質量電荷比のイオンは存在しないと考えられる．本研究で使用
した QMSの測定限界は質量電荷比 200までであるため，QMSによるフラーレンの測定はで
きていない．
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図 4.7: フラーレンのすりつぶしをせず真空引きを行ったときに発生するフラーレンの噴出現
象の前（左）と噴出現象の瞬間（右）の写真
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図 4.8: フラーレンを 290[℃]ベーキング中の QMSによる放出ガス測定
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図 4.9: 純フラーレンプラズマを点火したときの，QMSによるイオン種の測定
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4.3 供給レートの測定手法
供給レートの測定には電子天秤を用いた．電子天秤は A＆ D製 EK610iもしくは新光電子
株式会社製 AJII-620を用いたが，主に最小表示が小さい AJII-620を使用した．AJII-620の最
小表示は 0.001[g]であり，目標供給レートは 1[mg/s]程度であるため十分測定が可能である．
電子天秤 AJII-620は真空環境においての動作保証はメーカではされていないが，真空環境に
おける質量測定に支障がないことは確認されており，推力測定装置にも使用されている [68]．
フラーレンの電子天秤による供給レート測定手法は以下の２つが考えられる．
1. 電子天秤にフラーレン供給器を直接乗せ，フラーレンが昇華して減少した質量を測定す
る (図 4.10(a))　
2. 電子天秤にフラーレン再凝固用の容器を乗せ，フラーレン供給器から昇華したフラーレ
ンを再凝固容器内に導入し質量増加量を測定する (図 4.10(b))
1 の手法は，フラーレンをスラスタに供給している時もリアルタイムで供給レートを測定で
きるメリットがあるが，ヒータに電力を供給するための配線が熱膨張し，測定値のドリフト
が発生するため測定精度が低いデメリットがある．図 4.11に 1の手法により測定したフラー
レン供給レート結果の例を示す．このとき使用した電子天秤は EK610i である．測定結果例
より，昇華したフラーレン質量はリアルタイム測定では 0.99[g](595.54[g]!594.55[g])である
が，ヒータ電力用配線を外した状態で実験前後に測定した昇華フラーレン質量は 0.87[g] で
あった．この結果より，配線の影響でドリフトが発生するため測定精度が低いことがわかる．
一方 2 の手法は，電子天秤に乗っている再凝固容器は何とも接触していないため，精度の
高い測定ができるメリットがあるが，スラスタへの供給時のリアルタイム測定が行えないデメ
リットがある．この手法はフラーレンが再凝固容器で再凝固せずに気体のまま外部に出ていく
可能性も存在する．しかし再凝固用の容器温度は 200[℃]にも達せず，フラーレンの蒸気圧は
200[℃]で 1:510 8[Pa]であり，気体として外部に出ていくフラーレン量は無視できる程度
である．実際に，昇華前後の供給器内フラーレン質量の差から求められるフラーレン昇華量
が 2.446[g] のとき，再凝固容器の質量増加量は 2.392[g]（真空中でのリアルタイム測定では
2.396[g])であった．よって 98％は容器に再凝固したことがわかり，気体として外部に出てい
くフラーレンはほぼ存在しないと考えられる．
以上のことを踏まえて，フラーレン供給装置の供給特性の取得には，2の手法を用いること
にした．
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図 4.10: 電子天秤による供給レート測定手法．(a)電子天秤にフラーレン供給器を乗せる手法
(b)電子天秤に再凝固用の容器をのせる手法
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図 4.11: 電子天秤にフラーレン供給器を乗せる手法による測定結果例
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4.4 るつぼ型昇華供給装置
4.4.1 先行研究
常温で粉末状の固体であるフラーレンをスラスタに供給するためには，昇華装置が必要であ
る．昇華方法として，紫外線や電子ビームにより直接加熱する方法と，電気加熱による方法が
あるが，前者は大型の装置が必要となる．電気加熱の方式には，抵抗加熱，アーク加熱，誘導
加熱，赤外線加熱などがあるが，本研究では取り扱いが容易で先行研究も豊富な抵抗加熱方式
を用いた．
首都大学東京では，図 4.12に示すような外部ヒータ加熱型昇華供給器を使用している [44]．
供給量は，フラーレンを入れた供給器を電子天秤に乗せてリアルタイム測定を行っており，結
果を図 4.13に示す．50[W]でおよそ 1[mg/s]の供給量だが，供給レートが安定していない．
JPLは水晶容器を用いた昇華装置を用いており，水晶振動子により供給レートをリアルタイ
ム測定している [69]．図 4.14が JPLが作成した昇華装置の供給レートの結果であるが，供給
レートは最大で 0.25[mg/s]程度であり，安定していない．ヒータ電力は 300[W]である．
BUSEKは図 4.15に示す内容量 850[cm3]のフラーレン昇華容器を用いていた [40]．投入電
力は最大 1500[W]で 750[℃]に昇温可能である．図 4.16が BUSEKが作成した昇華装置の供
給レートを示すが，供給器温度と蒸気圧曲線から求めた計算値であり，実測値ではない．
4.4.2 るつぼ型供給装置
本研究では，図 4.17に示すような銅容器と外部ヒータ―を用いたるつぼ型供給装置を開発
した．フラーレン蒸気圧は温度に対して対数的に増加するため，容器の温度の均一性が重要と
なり，融点が高く熱伝導性の高い銅を容器に用いた．銅容器は旋盤加工により製作したもの
で，Φ 4の穴が開いており，ここからフラーレンが供給される．フラーレンは最大 2.5[g]程度
内包可能で，供給レートが 1[mg/s]のとき供給可能時間は 2500[s]程度に制限される．
ヒータは河合電機製作所チューブラカートリッジヒータにΦ 30巻き付け加工を施したもの
を使用しており，最高使用可能温度は 750[℃]である．熱伝導性を高めるためにヒータと銅容
器との間に炭素シートを入れ，ヒータの周りには熱放射を抑えるため 0.01[mm]厚のステンレ
ス箔を三重にまいている．供給器温度を測定するため，銅容器外壁に K型熱電対を取り付け
ている．フラーレンの供給量は供給器温度を調節することにより変更可能である．
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図 4.12: 首都大学東京のフラーレン供給器概
念図
図 4.13: 首都大学東京のフラーレン供給レート
測定結果
図 4.14: JPLのフラーレン供給レート測定結果
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図 4.15: BUSEKのフラーレン供給器
図 4.16: BUSEK のフラーレン供給レート測定
結果
Φ4 Hole 
φ30
Coil Heater
Cu-Container
図 4.17: 本研究で使用したるつぼ型フラーレン供給器
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4.4.3 供給レートの測定結果
供給レートの測定には，4.3節で述べた手法 2を用いた．温度制御には，PID回路を内蔵し
た温度制御器を用いるものと，温度変化に応じてヒータ電力を手動で制御する２通りを行っ
た．再凝固用容器にはΦ 20の穴が開いたアルミ容器を用いた．
図 4.18に，温度制御器を用いて供給容器を加熱したときの供給器温度とフラーレン昇華量
の測定結果を，図 4.19に，ヒーター電力を手動で制御をして供給器を加熱したときの供給器
温度とフラーレン昇華量の測定結果を示す．また図 4.20に，温度制御器を用いたときの供給
レートの理論値との比較を，図 4.21に，ヒーター電力を手動で制御した時の供給レートの理
論値との比較を示す．
結果として温度制御器を用いた場合とヒータ電力を手動で制御した場合，どちらとも同様の
供給レートとなることがわかる．理論値と比べて実験値は若干大きな値をとるが，温度に対し
てどちらとも対数特性をとっていることがわかる．しかし，図 4.22と図 4.23に供給レートが
1[mg/s]程度 (温度が 685[℃]）のときの供給レートの時間変化を示しているが，供給レートの
変動が激しく安定していないことがわかる．供給レートが 1[mg/s]程度のときの 1000秒間の
供給レートの変動係数は，温度制御器使用時が 26%，手動制御が 33%である．
ヒータ電力を制御したときの温度と電力値の関係を表 4.1に示す．供給レートが 1.06[mg/s]
（658[℃]）のとき 49[W]であり，C60 の昇華熱が 45[kcal/mol] [49]であるのでエネルギー効率
は 0.57％である．これは首都大学東京の供給器と同程度，JPLや BUSEKと比べると 10倍以
上の効率である．
表 4.1: 容器温度とヒータ電力の関係
Temperature [℃] Electric Power [W]
550 25
600 34
650 42
685 49
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図 4.18: 温度制御器を用いて加熱を行った時の昇華量測定値結果
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図 4.19: ヒータ電力を手動で制御して加熱を行った時の昇華量測定値結果
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図 4.20: 温度制御器を用いたときのフラーレン供給レートまとめ
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図 4.21: ヒータ電力を手動で制御をしたときのフラーレン供給レートまとめ
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図 4.22: 温度制御器を用いたときのフラーレン供給レートの時間変動
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図 4.23: ヒータ電力を手動で制御したときのフラーレン供給レート時間変動
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4.5 ２段式スクリューブラシ型供給装置
るつぼ型供給装置は，取扱いやベーキング処理が簡便であるが，供給レートが大きいときに
安定した供給が行えず，さらに容器の大きさの制限から長時間の供給が行えないことが問題
であった．長時間の供給を行うには供給器体積を大きくすればよいが，BUSEKの昇華装置で
1500Wもの電力が必要であったことからもわかるようにヒータ電力が大きくなってしまう問
題が発生する．
そこで，本研究では低電力で長時間，安定供給が可能なスクリューブラシを用いた供給装置
を発案した．図 4.24が構築した２段式スクリューブラシ型供給装置の概念図，図 4.25が１段
のみ（２段とも同様）の写真である．初段のスクリューブラシを低速で回転させて，その速度
に呼応した粉体がリザーバから掻き出される．推進剤の供給量はこの初段の回転速度により制
御される．特に供給量が少ない場合は，粉体が“だま”になって送られるため供給が間欠的
になる．そこで，初段のスクリューブラシで送り込まれた“だま”状の粉体を２段目のスク
リューブラシを高速回転させて滑らかに加熱容器に供給する．加熱容器は 700[℃]と十分高温
になっており，供給されたフラーレンは直ぐ昇華してガス状で安定供給される．
スクリューブラシは図 4.26に示すように直径が 4[mm]程度で，軸をΦ 0.75のモリブデン，
ブラシをΦ 0.2 のタングステンから作成している．フラーレン粉体が供給途中で詰まること
を抑制するため，供給器に振動子を取り付けて約 180[Hz] で振動させている．ヒータ電力は
50[W]程度である．
この方式は重力を利用しているため宇宙空間では使用できないが，地上実験や，フラーレン
イオン源の地上応用のためのフラーレン安定供給源として有用である．
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図 4.24: ２段式スクリューブラシ型供給装置の概念図
図 4.25: ２段式スクリューブラシ型供給装置の１段目
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図 4.26: 使用したスクリューブラシ
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4.5.1 １段スクリューと２段スクリューの違い
２段式スクリューブラシ型供給装置の１段目は低速で回転させ，供給レートを調節する役割
を果たす．回転速度は数 数十 [rpm]と低速であるため，スクリューの回転と同期して供給
量が増減する問題が発生する．図 4.27がスクリューブラシを１段のみとしたフラーレン供給
器を用いてフラーレンをスラスタに供給し，プラズマを生成したときのアノード電流の時間履
歴である．スクリューブラシの回転速度は 3.6[rmp]（この実験ではスクリューブラシの径は
5[mm])であり，それと同期したアノード電流の増減が見られる．またプラズマの消失も頻繁
に発生する．そのため，２段目のスクリューブラシは 360[rpm]と高速で回転させることによ
り１段目の供給むらをなくし，バッフルとして機能する．図 4.28が２段式スクリューブラシ
供給システムを用いてプラズマを生成したときのアノード電流の時間履歴である．この結果か
らわかるように，２段目のスクリューブラシがバッフルの役目を果たし，安定したフラーレン
供給が行えていることがわかる．
4.5.2 スクリューブラシ型供給装置の供給レート測定
供給レートは１段目のスクリューブラシの回転速度により調節することができる．図 4.29
は１段目スクリューブラシの回転速度を変化させたときの供給レートの測定結果である．な
お，この実験では昇華はしておらず，２段目スクリューブラシ下流から供給されるフラーレン
粉体の質量を電子天秤で測定したものである．この結果より，フラーレンの供給レートは回転
数に応じて変化していることがわかる．１度目と２度目の施行で若干の供給レートの違いがあ
り，供給レートの精度はおよそ 10％程度である．
4.5.3 長時間昇華供給実験
開発した２段式スクリューブラシ型供給装置を用いて，長時間フラーレンを昇華/供給した時
の供給レートの測定を行った．１段目スクリューブラシの回転速度は 30[rpm]とした．２段式
スクリューブラシ型供給装置を用いたフラーレン昇華供給レートの測定結果を図 4.30に示す．
結果からわかるように，るつぼ型供給装置（図 4.22，図 4.23）と比べて，供給レートの変
動が小さく，安定した供給ができていることが分かる．供給レートが 1[mg/s] 程度のときの
1000秒間の供給レートの変動係数は，るつぼ型は温度制御器使用時が 26%，手動制御が 33%
であったのに対し，スクリューブラシ型は 12%と 1/2以下の変動となっている．また供給時
間も 1 時間以上と長時間の供給が行えており，リザーバのフラーレンがなくなるまで供給可
能と考えられる．さらに，スクリューブラシの回転をストップすると供給がすぐに止まってい
ることもわかる．これは，加熱容器に供給されたフラーレンは直ちに昇華していることを意味
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し，供給レートは加熱容器の温度ではなく，スクリューブラシにより送られた量で制御されて
いることがわかる．
以上のことより，２段式スクリューブラシ型供給装置は，低電力で長時間安定したフラーレ
ン供給が可能であることがわかる．
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図 4.27: １段式スクリューブラシ型供給装置を用いたときのアノード電流
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図 4.28: ２段式スクリューブラシ型供給装置を用いたときのアノード電流
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図 4.29: １段目回転速度を変化させたときの供給レートの違い
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図 4.30: ２段式スクリューブラシ型供給装置を用いたフラーレンの長時間昇華供給
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5
フラーレン負イオンのビーム加速
本章は，構築したスラスタから荷電粒子を引き出し，EBプローブ，磁気フィルタ付ファラ
デープローブ，ビームターゲットと３つの異なる手法によるビーム測定によりフラーレン負イ
オンビームの加速実証を行う．
5.1 EBプローブによるイオン種と多価イオンの測定
EBプローブは，図 5.1に示すような直交電磁界中に一定の電圧で加速された荷電粒子を
入射すると，質量電荷比に応じて軌道が異なる性質を利用した質量測定器である [70–72]．本
研究では重粒子であるフラーレンの測定に適した EBプローブを作成し，スラスタから加速
されるイオン種や多価イオンの同定を行った．
5.1.1 EBプローブの設計
静電界 E および一様磁界 B 中において荷電粒子（電荷 q)が受ける力 F は，ベクトルで
F = qE +q(vB) (5.1.1)
とあらわされる．ここで図 5.1に示すような直交電磁界中に初速度 v0 の荷電粒子が入射した
とき，その荷電粒子には z軸方向に
F = qE qv0B= q(E  v0B) (5.1.2)
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であらわされる力が働く．この式より，荷電粒子が直交磁界中で偏向を受けずに直進させるに
は,E = v0Bの電界及び磁界を与えればよい．速度 v0 は，同じ加速電圧でも分子量や価数が異
なると変化するため，分子量や価数の異なったイオンの測定が可能である．
ByEz
Slit 1 Slit 2
x
y
z
図 5.1: 直交電磁界
要求されるＥ Ｂプローブの仕様
ここでは目的とする測定を定めて，要求される磁場・電場強度（B，E），直交電磁界距離
（L），スリット幅（dsl）を求める．
グリッドで加速電圧 Vs で加速された分子量Mの荷電粒子は，アボガドロ数を NA とすると
v0 =
r
2qNAVs
M
(5.1.3)
の速度で直交電磁場に侵入する．そして E = v0Bの条件を満たした，分子量が
M =
2qNAVsB2
E2
(5.1.4)
の粒子のみが Slit2を通過し，コレクタに補足される．
ここで分子量の同定誤差 DM を評価する．荷電粒子が直交電磁界中によって偏向する角度
が小さい場合，その荷電粒子の速度 vは与えられた直交電磁界中で v0 と考えることができる．
このことより分子量 M のイオンが直進するように与えられた電界 E および磁界 Bに，分子量
M+DM のイオンが侵入したとすると，要求される最狭スリット幅 (dsl)は
dsl =
L2B
p
2qNAj 1pM+DM   1pM j
4
p
Vs
(5.1.5)
であらわされる．ここで Lは直行電磁界距離を表す．
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スリット幅 dsl の変更は，S/N 比と質量分解能のトレードオフの関係にあり，測定目的に
応じて調節可能であるが，フラーレンの分子量同定を目的とした場合，最小の DM は C60 と
C58 の同定である（フラーレンは C2 ずつ解離する)．これらの同定分離を可能にするには，
M=720.7[g/mol] に対し，DM=12.02[g/mol] を式に代入する．しかしＬ及び dsl は真空層の
大きさおよび加工精度，測定可能電流量によって制約される．したがって，大分子量である
C60 を同定するには磁界 B を大きくかつ一様にしなければならない．例として磁束密度を
190[mT]，イオンの加速電圧を 500[V]，直交電磁界距離 Lを 15[cm]として式 5.1.5に代入す
ると，dsl は 0.4[mm]となる．
磁場の設計
磁場は図 5.2に示すような磁気回路をネオジム磁石と電磁軟鉄を用いて構築する．イオンが
通過する方向は紙面垂直方向であり，イオンビームが通過するスリットは図 5.2の中心の赤線
の方向に開いている．中心線での磁場の強さを図 5.3 に示す．図より磁束密度は 190[mT] 程
度で，磁束密度の差異は 1％に収まっている．
Magnet
Iron
図 5.2: 磁場設計
電場の設計
電場は磁場方向と直交した方向に平面電極を用いて生成する．図 5.4に示すように平面電極
（2525[mm]のアルミ角材）を設置する．電極電圧を± 5[V]として前節と同様にスリット線
上の電場の強さを図 5.5に示す．図より電場の強さは 2500[V/m]程度で，電場強度の差異は中
心付近 20[mm]では 1％に収まっている．
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図 5.3: 磁束密度
図 5.4: 電場設計
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図 5.5: 電場の強さ
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Ｅ Ｂプローブの設計図
直交電磁界距離は 15[cm]とした．磁場の実測値は 176[mT]で，電極間距離を 4[mm]，コリ
メータ長さは 15[cm]に設定した．スリット幅は 2[mm]で，C+60 と C2+60（または C 60 と C2 60）
を分離して測定することができる設定とした．加速電圧は正イオン引出が +700[V]，負イオン
引出が-700[V]とした．
図 5.6 に設計したＥ  ＢプローブのＣＡＤ図を，図 5.7 に断面図を，図 5.8 に内部の写真
を示す．図 5.6 に示すように，プローブはコリメート部，Ｅ  Ｂ部，コレクタ部からできて
おり，必要に応じてコレクタ部を延長して自由飛行部を追加できる．プローブ電流はピコアン
メーターを用いて測定を行う．
Collimator E×B test section Collector
図 5.6: Ｅ ＢプローブのＣＡＤ図
図 5.7: Ｅ Ｂプローブ断面図
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図 5.8: Ｅ Ｂプローブ内部写真
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5.1.2 クリプトンイオンとキセノンイオンビームの測定結果
作成した EBプローブが正常に質量分析可能かを検証するため，イオンスラスタにクリプ
トン，又はキセノンを導入して正イオンの測定を行った．
図 5.9 がクリプトンプラズマとキセノンプラズマから引き出された正イオンの測定結果で
ある．プラズマ電位（ともに +45[V]）を考慮したときのプローブ電圧の理論値は，それぞれ
29.1[V]，23.3[V]であるため，ほぼ理論通りのプローブが製作できていることがわかる．
0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1
0 10 20 30 40 50 60 70
Pr
o
be
 
C
u
rr
en
t (
n
A
)
Probe Voltage (V)
Xe Ion Beam
Kr Ion Beam
Xe+
(23.3V)
Kr+
(29.1V)
図 5.9: クリプトンイオンビームとキセノンイオンビームの EBプローブでの測定結果
5.1.3 フラーレン正負イオンビームの測定結果
フラーレン正イオンビームの測定結果
図 5.10が純フラーレンプラズマから正イオンを引き出したときの EBプローブの測定結果
で，図 5.11がその拡大図である（加速電圧 +700[V]，プラズマ電位 +45[V]）．結果から C60 の
２価イオンが存在することがわかる．２価イオンの１価イオンとのピーク電流比は 3.7％であ
る．CO+（もしくは N+2）や CO+2，H2O+ が若干存在するが，C+60 に比べて電流値は小さい．
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図 5.10: フラーレン正イオンビームの測定結果
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図 5.11: フラーレン正イオンビームの測定結果の拡大図
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フラーレン負イオンビームの測定結果
図 5.12が純フラーレンプラズマから負イオンを引き出したときの EBプローブの測定結果
で，図 5.13がその拡大図である（加速電圧-700[V]，プラズマ電位 +45[V]）．結果から，負イ
オンは C 60 が電流値の大半を占め，C60 の２価イオンは存在しないことがわかる．51[V]に見
られるピークはフラーレンが解離した C 2 であると考えられるが，C 60 と比べて電流比は 0.5%
程度と無視できる値である．よって，フラーレン負イオンスラスタの多価イオン効率 hmulti は
1となる．
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図 5.12: フラーレン負イオンビームの測定結果
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図 5.13: フラーレン負イオンビームの測定結果の拡大図
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5.2 磁気フィルタ付ファラデープローブによる電子電流測定
負電荷ビーム中に電子ビームがどの程度の割合で存在するかを磁気フィルタ付きファラデー
プローブ（MFFP：Magnetically Filtered Faraday Probe) [73] により計測した．原理的には E
× B プローブによる計測も可能だが，イオンと比べて軽い電子を測定するにはプローブ電圧
が 11[kV]程度の高電圧が必要であるためMFFPを用いた．
5.2.1 MFFPの設計
MFFPの概念図を図 5.14に，写真を図 5.15に示す．図 5.14に示すように，MFFPはファラ
デープローブ前面に磁気フィルタが存在し，磁気フィルタの有無はコイル電流により外部操作
が可能である．磁気フィルタはイオンビームを通過させ，電子ビームを選択的に排除すること
が可能で，磁気フィルタの ON/OFFでファラデープローブの測定電流値に変化があれば，電子
ビームが存在すると判断できる．MFFPの磁気フィルタの磁場強度は 15[mT]で，700[V]で加
速された電子のラーマ半径は 6.0[mm] となる．有効コレクタ面積は 1.5[cm] × 4[cm] 程度で
ある．MFFPはアクセルグリッド下流 7[cm]で磁場強さが 1[mT]以下の箇所に設置している．
図 5.16に，電子ビームをMFFPで測定した結果を示す．測定結果より，MFFPの磁気フィ
ルタは正常に作動し，電子ビームを遮断できていることと，負電荷ビームは電子のみから成る
ことがわかる．
Coil
Pure Iron
Beam 
Collector
Ａ
Magnetic
Filter
Ion
Electron
図 5.14: MFFPの概念図
図 5.15: MFFPの外観
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図 5.16: MFFPによる電子ビームの測定結果
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5.2.2 キセノンイオンビームの測定結果
構築したイオンスラスタで純キセノンプラズマを生成し，正電荷を引き出したときのMFFP
によるビーム測定結果を図 5.17に，負電荷を引き出したときのMFFPによるビーム測定結果
を図 5.18に示す．図より，正イオンビームはMFFP磁気フィルタの有無でほぼ測定電流に変
化はないため，MFFPの磁気フィルタはイオンビーム測定に影響を与えないことが分かる．ま
た負電荷電流は正電荷電流と比べて小さく，イオンスラスタからの電子ビームの引き出しはほ
ぼ存在しないことがわかる．
5.2.3 フラーレン正負イオンビームの測定結果
次に，純フラーレンプラズマから正電荷を引き出した時の MFFP によるビーム計測結果を
図 5.19に，負電荷を引き出した時のMFFPによるビーム計測結果を図 5.20に示す．
結果より，フラーレン正イオンビームはMFFP磁気フィルタの有無で測定電流に変化は見ら
れず，負電荷電流も同様である．図 5.20は図 5.18と異なり負電荷電流が存在することから，
この電流はすべて負イオンによるものであることがわかる．なお，この実験における正電荷
引出時のスクリーン電流は +0.51[mA]，アクセル電流は-0.01[mA]．負電荷引出時のスクリー
ン電流は-1.88[mA]，アクセル電流は +1.37[mA]であった．負電荷引出時にスクリーン電流に
含まれる負イオンビーム電流は 27％である．負電荷引出時にアクセル電流が大きいのは，グ
リッド下流に設置されたアクセル電圧と電気的に接続されたフィルター磁場が，トラップした
電子を収集しているためと考えられる．
以上の結果より，電子ビーム抑制磁気フィルタ下流では電子ビームがほとんど存在せず負イ
オンビームのみから成るイオン源を構築できているとわかる．フラーレン負イオンビーム電流
は 0.5[mA]程度と，これまでに開発されたフラーレン負イオンビーム源の 1000倍程度のビー
ム電流である．
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図 5.17: 純キセノンプラズマから正電荷を引き出した時のMFFPによる測定結果
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図 5.18: 純キセノンプラズマから負電荷を引き出した時のMFFPによる測定結果
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図 5.19: 純フラーレンプラズマから正電荷を引き出した時のMFFPによる測定結果
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図 5.20: 純フラーレンプラズマから負電荷を引き出した時のMFFPによる測定結果
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5.3 ビームターゲットによる推力測定
負イオンビームの測定として，EBプローブによる分子量測定，MFFPによるイオンビー
ム測定を行ったが，さらに負イオンビームである証拠を得るため，ビームターゲットによる推
力測定を行った．
5.3.1 ビームターゲットの設計
今回の実験は負イオンビームの存在証明のための推力測定であり，スラスタの全推力を測定
する事を目的としていない．よってビームターゲットは全イオンビームをカバーする面積では
なく，またターゲットは単純な平板を用いた．図 5.21に示すようにビームターゲットにはア
ルミ箔を用いて作成した．図 5.22に写真を示す．アルミ箔を用いたのは，導電体であり，予
想される推力は高々数十 mN程度なため，できるだけ軽量である必要があるためである．帯電
によるクーロン力発生を防ぐためビーム照射面は全てアルミ素材とした．振り子棒は竹ひごに
アルミ箔を巻いて作成し，湾曲が発生しないようにした．ターゲットの変異量はレーザ変位計
（出力 1.6[V/mm])を用いて測定した．ターゲットは抵抗を介して GNDと接続しており，抵抗
の両端電圧を測定してターゲット電流を求めている．
振り子棒を含むビームターゲットの全質量は 0.634[g]，支点から重心までの距離は 155[mm]，
支点からビームターゲットのビームが当たる中心までの距離が 175[mm]，支点からレーザ変
位計測定点までの距離は 205[mm]である (インパルスではなく定常力なので，つり合いの式か
ら求めればよく慣性モーメントは必要としない）．レーザ変位計から推定される推力は，ター
ゲットのビーム反発係数を 0と仮定した場合，レーザ変位計変位量 1[V]のとき 16.8[mN]で
ある．レーザ変位計変位量とは，ビーム加速 OFF→ ON時に変化した変位量，またはビーム
加速 ON→ OFF時に変化した変位量である．よって，１回のビーム照射測定で２つのレーザ
変位計変位量が求められる．
5.3.2 キセノンイオンビームの測定結果
キセノンプラズマから負電荷加速
はじめに，ビームターゲットが変位しないと想定される，キセノンプラズマを点火し，スラ
スタに-700[V] の負電圧を印加した時の結果を図 5.23 に示す．レーザー変位の計出力電圧が
ビーム加速の有無にかかわらずドリフト傾向がみられるが，これはビームターゲットが熱によ
り変形した影響であると考えられる．結果より，ビームターゲットの変位はほとんど見られ
ず，ターゲット電流はせいぜい 0.01[mA]程度である．若干見られるターゲットの変位方向は，
ビーム照射による推力発生方向とは反対方向であり，アクセルグリッドに電圧を印加したのみ
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図 5.21: ビームターゲットの概念図
図 5.22: ビームターゲットの写真
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の場合も同様の結果となるため，アクセルグリッドの静電気力でターゲットが若干引っ張られ
ていると考えられる．しかし以下に示すイオンビームを照射したときのターゲット変位と比べ
て無視できるレベルである．
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図 5.23: キセノンプラズマを点火しスラスタに負電荷印加時のビームターゲット変位
キセノンプラズマから正電荷加速（ビーム電流変化）
キセノン正イオンを加速電圧 +700[V] で加速し，フィラメントカソード電流を変えること
によりビーム電流を変化させたときの，ビームターゲットによる推力測定を行なった．レーザ
変位計出力電圧とターゲット電流の測定結果を図 5.24に示す．ビームターゲットは 1周期約
0.8[s]で振動するが，ビームターゲットにはダンパを使用しておらず減衰するまでの時間が長
いため，レーザ変位計出力電圧の生データに 0.8[s]の移動平均をとったものをビームターゲッ
トの移動量とする．また，横軸をターゲット電流と加速電圧から推定される推力，縦軸をレー
ザ変位計変位量としたときの結果を図 5.25に示す．
結果より，ターゲット電流と加速電圧から推定される推力とレーザ変位計変位量は比例して
いることがわかる．なお，レーザ変位計変位量から推定される推力は，レーザ変位計変位量
1V のとき 16.8[mN] であり，ターゲット電流と加速電圧から推定される推力にほぼ一致する
ことがわかる．
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図 5.24: キセノン正イオンのビーム電流を変化させたときのビームターゲットによる推力測定
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図 5.25: キセノン正イオンのビーム電流を変化させたときのビームターゲットによる推力測定
まとめ
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キセノンプラズマから正電荷加速（加速電圧変化）
キセノン正イオンを，ビーム電流はほぼ一定で加速電圧を 250[V]から 1[kV]まで変化させ
たときの，ビームターゲットによる推力測定を行なった．レーザ変位計出力電圧とターゲット
電流の測定結果を図 5.26に示す．また，横軸をターゲット電流と加速電圧から推定される推
力，縦軸をレーザ変位計変位量としたときの結果を図 5.27に示す．
結果より，ターゲット電流と加速電圧から推定される推力とレーザ変位計変位量は比例して
いることがわかる．また比例係数も 0.06程度で図 5.25の結果と近い値となる．
以上の結果より，ビームターゲットによる推力測定は正常に行われていると考えられる．
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図 5.26: キセノン正イオンビームの加速電圧を変化させたときのビームターゲットによる推力
測定結果
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図 5.27: キセノン正イオンビームの加速電圧を変化させたときのビームターゲットによる推力
測定まとめ
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5.3.3 フラーレン正負イオンビームの測定結果
ビームターゲットによる推力測定が正常に行われていることがわかったため，フラーレン
の正負イオン加速による推力測定を行った．フラーレン正イオンは加速電圧 700[V]固定，フ
ラーレン負イオンは加速電圧-700[V]固定で，フィラメントカソード電流を変えることにより
ビーム電流を変化させた．フラーレン正イオンを加速した時のレーザ変位計出力電圧とター
ゲット電流の測定結果を図 5.28に，フラーレン負イオンを加速した時のレーザ変位計出力電
圧とターゲット電流の測定結果を図 5.29に示す．また，横軸をターゲット電流と加速電圧か
ら推定される推力，縦軸をレーザ変位計変位量としたときの結果を図 5.30に示す．
結果より，レーザ変位計変位量はターゲット電流と加速電圧から推定される推力に比例して
おり，フラーレン正負イオンビームが引き出されていることを実証している．フラーレン負イ
オンビームの測定において，ターゲット電流値やレーサ変位計出力電圧値が時間変動している
が，これは負イオンビーム引き出し時に発生していたスラスタ内部のプラズマの変動に起因す
ると考えられる．
また，フラーレン正負イオンビームとキセノン正イオンビームのビームターゲットによる測
定結果をまとめたものを図 5.31に示す．結果より，すべてのイオンがほぼ一直線上にのって
いることがわかる．
以上の結果より，フラーレン負イオンのビーム加速に成功し，フラーレン負イオンビームは
キセノン正イオンやフラーレン正イオンビーム同様に推力を発生することがわかる．
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図 5.28: フラーレン正イオンビームの電流を変化させたときのビームターゲットによる推力測
定結果
-0.4
-0.3
-0.2
-0.1
0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0
0.5
1
1.5
2
2.5
3
3.5
4
4.5
5
274 279 284 289
Be
a
m
 
Ta
rg
et
 
C
u
rr
en
t(
m
A
)
La
se
r 
D
isp
la
ce
m
en
t S
en
so
r 
O
u
tp
u
t (
V
)
Time (s)
-0.4
-0.3
-0.2
-0.1
0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0
0.5
1
1.5
2
2.5
3
3.5
4
4.5
5
188 208
Be
a
m
 
Ta
rg
et
 
C
u
rr
en
t(
m
A
)
La
se
r 
D
isp
la
ce
m
en
t S
en
so
r 
O
u
tp
u
t (
V
)
Time (s)
図 5.29: フラーレン負イオンビームの電流を変化させたときのビームターゲットによる推力測
定結果
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図 5.30: フラーレン正負イオンのビームターゲットによる推力測定まとめ
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図 5.31: ビームターゲットによる推力測定まとめ
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6
正負イオンスラスタのビーム中和
本章は，正負イオンスラスタにおけるビーム中和についての知見を得るため，ビーム中の空間
電位とビームプロファイルの測定を行う．
6.1 正負イオン同時射出時のエミッシブプローブによる空間電
位測定
正イオンスラスタシステムにおいて中和器は，射出イオンを中性化して安定なプラズマ状態
とし，イオン電荷によるビームの空間電位の上昇と，それから起こるイオンの減速，拡散によ
る推力低減を防いでいる（ビーム中和）．しかし中和器の存在しない正負イオンスラスタでは，
ビーム中に移動度の大きい電子がほとんど存在しないと考えられるため，ビーム中和の可否は
不明である．そこでビームの空間電荷がどの程度中和されているか検証するため，エミッシブ
プローブを用いた空間電位の測定を行った．
6.1.1 エミッシブプローブの設計
プローブにはΦ 0.05の 1％トリア添加タングステン線を，絶縁管に２つ穴のアルミナ管を
用いた．図 6.1が本実験で使用したエミッシブプローブの写真，図 6.2がプローブの回路図と
なっている．このような回路を用いたのは以下の理由による．
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 空間に移動度の大きい電子がほとんど存在せず，移動度の小さい負イオンにより空間電
荷が負となる可能性がある
 想定される空間電荷の最小値は-500[V]程度，最大値は +500[V]である（負イオンの加
速電圧が-500[V]，正イオンの加速電圧が +500[V]であるため）
 プローブのエミッション電流がビームの中和に影響を及ぼさない（スラスタのビーム電
流は 500[mA]程度で，エミッション電流は 10[mA]以下）
 プローブに入射するイオンビーム電流が測定に影響しない（実測で最大 130[nA]）
プローブの掃引には自作のアクチュエータを用いており，掃引スピードは 15[mm/s]である．
なお本実験において，正イオンのみを加速した場合にビーム中で放電が頻繁に発生し，図
6.3に示すようにエミッシブプローブ測定値が急激に減少するため，放電前の値をビーム加速
中の空間電位とした．
図 6.1: 使用したエミッシブプローブ
図 6.2: エミッシブプローブの測定回路図
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図 6.3: 正イオンのみ加速した場合に発生する放電による空間電位の急激な減少
106 第 6章 正負イオンスラスタのビーム中和
6.1.2 正イオンビームと負イオンビームを平行に射出したときの測定結果
正イオン源と負イオン源はビーム射出方向が平行になるように設置し，中心軸間距離は
10[cm]とした．プローブはアクセルグリッド下流 10[cm]の位置を掃引した．正負イオン同時
射出時のイオン源は，次章に述べるように電気的に接続してフロート状態を模擬し，正イオン
ビーム電流と負イオンビーム電流が等しくなるように正イオンビーム電流をフィードバック制
御を行った状態で測定を行った．正または負イオンビームのみ射出時のビーム測定において
は，加速電源の一端を GND接続し，スラスタの帯電が発生しない条件でイオンを加速した．
正イオンスラスタのスクリーン電圧は +500[V]，アクセル電圧を-200[V]とし，負イオンスラ
スタのスクリーン電圧は-500[V]，アクセル電圧を +200[V] とした．加速電圧を 500[V] とし
たのは，イオンビーム照射による壁面からの二次電子放出によるビーム中和の影響を軽減する
ためである [74]．
図 6.4が測定結果である．正イオンのみ加速した場合はビーム下流での放電が頻繁に発生し
測定値が変動するため，放電発生前の値を直線でつなげた．また，対照実験として正イオン
ビームをフィラメント中和器で中和した結果を図 6.5に示す．
結果より，正イオンまたは負イオン単独射出では 300[V]以上の空間電位が発生している
のに対して，正負イオン同時射出時は電位が緩和されていることがわかる．しかし，フィラメ
ントによる正イオンビームの中和においてはプローブ掃引位置全体でほぼ同電位の値となって
いるが，正負イオン同時射出時の空間電位は場所により大きく異なることが分かる．このこと
は，正イオンまたは負イオンビームは反対電荷のイオンにより中和されるが，移動度の大きい
電子による中和と比べて完全なものではないといえる．
6.1.3 正イオンビームと負イオンビームを交差して射出したときの測定結果
正負イオンビームをを平行に射出した場合，ビームの中和が完全には行えていなかったこと
から，よりビーム中和が行われると考えられるビームを交差した状態での空間電位の測定を
行った．図 6.6に示すように正イオン源と負イオン源の中心軸角度は 45度とし，10[cm]離し
た距離に設置した．プローブはそれぞれのアクセルグリッドからおよそ 13[cm]下流の位置を
掃引した．そのほかは前節と同じ条件である．
図 6.7が正負イオン源を交差させてビーム加速をした時のエミッシブプローブによる測定結
果である．また，対照実験として正イオンビームをフィラメント中和器で中和した結果を図
6.8に示す．
結果として，正負イオン同時射出の空間電位は掃引位置すべてにおいて +100[V] 程度の正
電位であった．しかし，これは正イオンのみを加速したときの空間電位より低い値である．こ
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図 6.4: エミッシブプローブによる測定結果（正負イオン平行射出）
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図 6.5: 正イオンビーム +フィラメント中和器エミッシブプローブによる測定結果（正負イオ
ン平行射出）
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のことより，平行射出時と同様ビーム中和は完全ではないが電位が緩和されていることが分
かる．
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10 cm
0 mm 255 mm
図 6.6: エミッシブプローブのセットアップ（正負イオン交差射出）
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図 6.7: エミッシブプローブによる測定結果（正負イオン交差射出）
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図 6.8: 正イオンビーム +フィラメント中和器エミッシブプローブによる測定結果（正負イオ
ン交差射出）
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6.1.4 正負イオンスラスタのビーム挙動に関する考察
正負イオンスラスタの不完全なビーム中和が，ビーム挙動にどのように影響するかを考察す
る．一般的な正イオン源を推力源とするイオンスラスタにおいては，不完全なビーム中和は空
間電位を上昇を誘発し，ビーム発散角増加により推力が低下する．一方，正負イオンを平行に
射出したときのビーム中の空間電位は図 6.4のようになっており，正イオンビームと負イオン
ビームが引き合う方向の電場を形成していることがわかる．この電場は約 1000[V/m]であり，
正負イオン源の中心軸間距離は 10[cm] であるため，イオンビームがおよそ 30[cm] 下流で交
差する程度の値である．このように正負イオンスラスタでは，不完全なビーム中和による空間
電位の上昇は，ビーム交差を誘発することが考えられる．よって正負イオンスラスタにおいて
は，不完全なビーム中和による空間電位上昇は，ビーム発散角増加に加え，ビーム交差が発生
することにより推力が低下すると考えられる．
6.2 正負イオン同時射出時のビームプロファイル測定
正負イオン同時射出時のビーム発散角を測定するため，ファラデープローブを用いた１次元
ビームプロファイルを測定した．
6.2.1 ファラデープローブの設計
図 6.9に示すようにコレクタには長さ 25[cm]の 1/4SUS管を用いており，アクセルグリッド
下流 10[cm]の位置を掃引した．正イオン源と負イオン源はビーム射出方向が平行になるよう
に設置し，中心軸間距離は 10[cm]とした．正負イオン同時射出時のイオン源は，次章に述べ
るように電気的に接続してフロート状態を模擬し，正イオンビーム電流と負イオンビーム電流
が等しくなるように正イオンビーム電流をフィードバック制御を行った状態で測定を行った．
正または負イオンビームのみ射出時のビーム測定においては，加速電源の一端を GND 接続
し，スラスタの帯電が発生しない条件でイオンを加速した．正イオンスラスタのスクリーン電
圧は +500[V]，アクセル電圧を-200[V]とし，負イオンスラスタのスクリーン電圧は-500[V]，
アクセル電圧を +200[V]とした．
6.2.2 ビームプロファイル測定結果
図 6.10にビームプロファイルの測定結果を示す．この結果より，片方のイオン源のみを加
速した場合はビームの発散角が大きいが，正負イオンを同時に射出するとそれぞれ発散角が小
さくなっていることがわかる．特に負イオンビーム単独射出時の発散角は大きく，負イオン
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ビーム自身の持つ負電荷による空間電位によりビームが大きく広がってしまっていると考えら
れる．これは，負電荷の空間電位を緩和する正イオンがほとんど存在せず，さらにキセノンと
比べてフラーレンの質量が大きく，同じ加速エネルギーではフラーレンのほうがビーム中のイ
オン密度が高くなることに起因すると考えられる．
正負イオン同時射出時に正イオンビーム発散角が減少するのは，負イオンと電子により空間
電位を緩和するためと考えられる．特に電子は正イオンビームや負イオンビームがチャンバ壁
面に衝突した時の 2次電子も存在すると考えられ，宇宙空間では発生しないこれらの電子によ
る影響との切り分けは難しい．
一方，正負イオン同時射出時に負イオンビーム発散角が減少するのは，正イオンが空間電位
を緩和するためと考えられるが，この正イオンは，正イオン源から直接射出された高エネル
ギーイオンに加えて，キセノン正イオンビームと低速のキセノン中性粒子が電化交換衝突に
よって発生した低エネルギーキセノン正イオンも空間電荷の緩和に貢献していると考えられ
る．よって負イオンビームの正負イオン同時射出時の発散角の減少は，実際の宇宙空間でのス
ラスタ作動においても発生する現象であると考えられる．
次に，負イオンスラスタのビーム発散角を求める．発散角は，イオンエンジンのグリッド孔
が分布する領域端に置いて，法線に対する角度として定義する．全放出電流の 95%を網羅す
る角度をビーム発散角 qdiv として定義することが多い [28]．
qdiv = arctan(
r95  rg
L
) (6.2.1)
ここで，L はグリッドから掃引位置までの距離，rg が静電加速部半径，r95 が全電流の 95%
を網羅する半径である．式 6.2.1 に基づいてフラーレン負イオンのビーム発散角を求めると，
25[degree]となる．
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図 6.9: コレクタによるビームプロファイル測定様子
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図 6.10: ビームプロファイル測定結果
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7
フラーレン負イオン +キセノン正イオン
同時射出デモンストレーション
本章は，正負イオンスラスタシステムの実験的検証として，フラーレン負イオンとキセノン正
イオンを電気的に接続し，フロート状態を模擬して同時射出デモンストレーションを行う．
7.1 正負イオンスラスタ電気回路図
イオンスラスタシステムの作動実証には，孤立導体である宇宙器を模擬するため，絶縁トラ
ンスを用いて AC電源や実験室グランドから加速用高電圧電源を絶縁し，電源やイオンスラス
タを電気的フロート状態で動作させる必要がある．図 7.1に電気回路図を示す．フロート状態
を模擬するために，GNDとは 100[MΩ]の抵抗のみで接続し，フロート電位（スラスタ基準
電位）を測定している．スラスタと GND間の静電容量は実測で 5[nF]程度であり，ほとんど
は絶縁トランスの静電容量に起因するものと考えられる．
図 7.2に正負イオンスラスタの写真を示す．正イオンスラスタにはマイクロ波放電式イオン
スラスタを用いており，推進剤はキセノンを用いた．推進剤流量は 0.75[sccm]一定で，マイ
クロ波電力によりビーム電流を調節可能である．
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図 7.1: 正負イオンスラスタ同時射出時の電気回路図
図 7.2: 正負イオンスラスタの写真（ビーム平行射出）
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7.2 PIDフィードバック制御
正イオンを推力源とするスラスタシステムにおいて中和器は，常に正イオン電流以上の電子
を放出することにより，余分な電子は受動的に宇宙機の GNDへ帰還するため，積極的な電流
制御を必要としない．しかし正負イオンスラスタにおいてはビーム中に移動度の大きな電子
がほとんど存在しないと考えられるため，正イオンビーム電流と負イオンビーム電流を能動
的に制御しなければ，高々数百 pF程度の静電容量の宇宙機は瞬時に帯電してしまう．そこで
PID(Proportional-Integral-Derivative)フィードバック制御回路を用いて正イオンスラスタのマ
イクロ波電力を制御し，スラスタ基準電位の維持を試みた．PIDフィードバック制御を用いた
正負イオンスラスタシステムのブロック線図を図 7.3に示す．
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図 7.3: PIDフィードバック制御器を用いた正負イオンスラスタのブロック線図
7.2.1 正負イオンスラスタの伝達関数
正負イオンスラスタシステムを図 7.4 のようにモデル化し伝達関数を求めることにより，
スラスタの応答性の検証を行う．正負イオンスラスタのビーム電流とスラスタ基準電位の関
係は，
CVth = 
Z t
0
(I++ I )dt (7.2.1)
と表すことができる．ここで C はスラスタシステムの静電容量（実測で 5[nF]程度)であり，
Vth はスラスタ基準電位，I+ が正イオンスラスタのビーム電流，I  が負イオンスラスタのビー
ム電流である．I+ はマイクロ波電力WRF とスラスタ基準電位 Vth により変動するため，WRF0
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と Vth0(= 0[V ])周りで１次関数で近似を行うと，
I+ = I+(WRF ;Vth) (7.2.2)
= I+(WRF0+DWRF ;Vth0+DVth) (7.2.3)
 I0++DWRF ¶ I
+
¶WRF
+DVth
¶ I+
¶Vth
(7.2.4)
一方，負イオンビーム電流 I  はスラスタ基準電位により変動する（フラーレン流量や放電電
力によりも変動するが，ここではそれらを外乱として扱う）ため，
I  = I (Vth) (7.2.5)
= I (Vth0+DVth) (7.2.6)
 I0 +DVth ¶ I
 
¶Vth
(7.2.7)
と表すことができる．ここでWRF0 を I0++ I0  = 0 となるときのマイクロ波電力の値とする
と，式 (7.2.1)は
CDVth = 
Z t
0

(I0++ I0 )+DVth(
¶ I+
¶Vth
+
¶ I 
¶Vth
)+DWRF
¶ I+
¶WRF

dt (7.2.8)
= 
Z t
0
(aDVth+bDWRF)dt (7.2.9)(
a= ¶ I
+
¶Vth
+ ¶ I
 
¶Vth
(> 0)
b= ¶ I
+
¶WRF
(> 0)
(7.2.10)
と表すことができる．係数 aは主に負イオンスラスタのアクセル電流値の応答により正となる
ことを実験で確認している．
式 (7.2.9)をラプラス変換し
CVth = 1s (aVth+bWRF) (7.2.11)
を得る．ここで Vth を DVth のラプラス変換，WRF を DWRF のラプラス変換と置いた．
以上の結果より，正負イオンスラスタシステムの伝達関数 T (s)はWRF が入力，Vth が出力
であるため
T (s) =
Vth
WRF
=
  ba
C
a s+1
(7.2.12)
と表すことができる．式 (7.2.12)より，正イオンスラスタのマイクロ波電力に対する正負イオ
ンスラスタの基準電位の応答は１次遅れ系であり [76]，スラスタ基準電位はマイクロ波電力に
より任意に調節できることを示している．
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図 7.5にマイクロ波電力を調節して正イオンスラスタのスクリーン電流を変化させたときの
スクリーン・アクセル電流とスラスタ基準電位の変化を示す．この結果より，スラスタ基準電
位はマイクロ波電力により任意に調節できていることがわかる．また，スラスタ基準電位に対
して負イオンアクセル電流の応答性が高いことが分かる．これは，負イオンビームの発散角が
スラスタ基準電位によって変化し，グリッド下流に設置されたアクセル電圧のフィルター磁場
に衝突する負イオンビーム量が変化するためと考えられる．
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図 7.4: 正負イオンスラスタシステムの電気回路モデル
7.2.2 PIDコントローラ
入力をスラスタ基準電位，出力を正イオンスラスタのマイクロ波電力制御電圧とした PID
コントローラを作成した．PID コントローラには両極性作動でオフセット調節が可能である
TL071オペアンプを用いた．作成した PIDコントローラの写真を図 7.6に，回路図を図 7.7に
示す．ローパスフィルターのカットオフ周波数は 106[Hz] に設定した．PID コントローラの
伝達関数 C(s)の近似式は次式であらわすことができ，各パラメータ値はスラスタ基準電位の
応答に基づいて設定した．
C(s) Kp

1+
1
Tis
+Tds

Kp = 100;Ti = 0:05;Td = 0:001
(7.2.13)
マニュアルコントロールは，正負イオン同時射出前に正イオンスラスタのプラズマ点火を行
うために用いる．
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図 7.5: マイクロ波電力を調節して正イオンスラスタのスクリーン電流を変化させたときの，ス
クリーン・アクセル電流とスラスタ基準電位の変化
図 7.6: PIDコントローラの写真
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図 7.7: PIDコントローラの回路図
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7.3 正負イオン同時射出デモンストレーション
正負イオンスラスタのデモンストレーションとして，フロート状態を模擬して正イオンと負
イオンの同時射出を行った．
7.3.1 正または負イオン単独射出時のスラスタ基準電位
正負イオン同時射出を行う前に，正または負イオン単独射出を行った場合のスラスタ基準電
位の測定を行った．正イオンのみ射出したときの結果を図 7.8に，負イオンのみ射出した時の
結果を図 7.9に示す．結果より，スラスタ基準電位は加速電圧の逆電位となっている．このよ
うにスラスタが帯電することにより，宇宙空間では正または負イオンスラスタの単独射出では
推力がほとんど発生しないと考えられる．
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図 7.8: 正イオン単独射出時のスラスタ基準電位変化
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図 7.9: 負イオン単独射出時のスラスタ基準電位変化
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7.3.2 正負イオン同時射出時のスラスタ基準電位
PIDコントローラを使用した状態で，キセノン正イオンスラスタとフラーレン負イオンスラ
スタの同時射出デモンストレーションを行った．加速電圧は正イオンスラスタが +500[V]，負
イオンスラスタが-500[V]で一定とした．図 7.10がデモンストレーションの結果である．
結果より，2500秒以上スラスタ基準電位を 0[V]に維持できていることがわかる．さらに，
負イオンビーム電流はフラーレンの供給量変化などの影響により変化しているが，PIDフィー
ドバック制御により正イオンビーム電流も負イオンビーム電流に追随して変化していること
がわかる．図 7.11 はデモンストレーション中に放電（外乱）が発生したときの PID コント
ローラの入力（スラスタ基準電位）と出力（マイクロ波電力制御電圧）の値である．図 7.12
は同じ時間のビーム電流の変化とスラスタ基準電位の回復の様子である．結果からわかるよう
に，PIDコントローラにより 0.2[s]以内にスラスタ基準電位が外乱から回復していることがわ
かる．
一方，対照実験として，正負イオンスラスタの推進剤をともにキセノンとしたときの，正負
イオンスラスタ同時射出時の基準電位の測定結果を図 7.13にしめす（PIDコントローラは不
使用）．負イオンスラスタの推進剤をフラーレンからキセノンとした場合のスラスタ基準電位
は-500[V]程度となり，0[V]とすることができなかったことから，基準電位を 0[V]に維持で
きるのはフラーレン負イオンビームの寄与によるものとわかる．
以上より，宇宙においても空間電位をプローブ等により測定を行えば，フィードバック制御
により正負イオン電流を等しく射出することによって，宇宙機を帯電させずに安定的に正負イ
オンを噴射できると考えられる．
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図 7.10: 正負イオン同時射出デモンストレーション時のビーム電流とスラスタ基準電位の変化
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図 7.11: 外乱（放電）が発生した時の PID コ
ントローラの入力と出力関係
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図 7.12: 外乱（放電）が発生した時のビーム電
流変化とスラスタ基準電位の回復
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図 7.13: 正負イオンスラスタの推進剤を共にキセノンとしたときの正負イオンスラスタ同時射
出時のスラスタ基準電位
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7.3.3 正負イオン同時射出時の EBプローブ測定
フラーレン負イオンとキセノン正イオンの同時射出時の EB プローブによる測定を行っ
た．EBプローブはアクセルグリッドから 60[cm]程度の距離に設置し，正負イオンビームを
図 7.14に示すように x  y平面上から入射することにより，正イオンと負イオンの同時測定を
可能とした．
結果を図 7.15に示す．ビームはキセノン正イオンとフラーレン負イオンから構成されてい
ることがわかる．
Negative
Ion Beam
Positive
Ion Beam Slit 1 Slit 2
Ez By
ByEz
Slit 1 Slit 2
x
y
z
図 7.14: 正負イオンビームの EBプローブへの入射方向
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図 7.15: フラーレン負イオンとキセノン正イオンの同時射出時の EBプローブによる測定結
果
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7.4 ビームターゲットによる推力測定
正負イオンスラスタが推力を発生するか検証を行うため，スラスタをフロート状態として正
負イオン同時射出時の推力をビームターゲットにより測定した．
7.4.1 ビームターゲットの設計
正負イオンをビームターゲットに同時照射した場合，正イオン電流と負イオン電流が相殺し
てしまい，ターゲットに照射されたビーム電流値はターゲット電流で評価ができない．そこで
ターゲットの面積を大きくすることにより，正負イオンビームの全電流がターゲットに照射さ
れる様にした．図 7.16がビームターゲットのセットアップである．ビームターゲットは 5章
と同様にアルミ箔により作成した．図 7.17がスラスタとの位置関係を示している．スラスタ
間距離は 10[cm] で，中心軸角度を 45 度交差させた状態とした．ビームターゲットはアクセ
ルグリッド下流 15[cm]のところに設置した．加速電圧は正イオン加速は +500[V]，負イオン
加速は-500[V]とした．
20cm
20 cm
Wight 2.23g
Position of the center of gravity 155mm
Position of the center of beam irradiation 215mm
Position of the measurement of the LDS 265mm
LDS output 1.6V/mm
図 7.16: ビームターゲットのセットアップ
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15cm
図 7.17: ビームターゲットの配置
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7.4.2 キセノン正イオンビーム測定（正イオンスラスタから加速）
正イオンスラスタから射出したイオンビームによるビームターゲットの応答性を検証するた
め，正イオンスラスタからキセノン正イオンビームを加速し，ビームターゲットの変位量を測
定した．
図 7.18が正イオンスラスタから加速されたキセノン正イオンビームのビームターゲットに
よる測定結果である. ビーム電流とターゲット電流を比較すると，ビーム電流が大きいときは
ビーム発散角が大きくなり，すべてのビームがターゲットに照射していないが，6章で述べた
ように正負イオン同時射出時はビーム発散角が減少するため，大半のビームはターゲットに照
射されると考えられる．図 7.19は，図 7.18の結果より求められるビームターゲット電流と加
速電圧から計算される推力（ビーム照射角度 22.5度も考慮）と，ビームターゲットの変位量
から求められる推力の関係である．図 7.19から，ターゲット電流と加速電圧から計算される
推力より，ビームターゲット変位量から求められる推力が小さいことがわかる．これはビーム
ターゲットのばね定数による影響等が考えられ，補正係数は 1.44である.
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図 7.18: ビームターゲットの測定結果（正イオンスラスタから加速されたキセノン正イオン
ビーム）
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図 7.19: ビームターゲットによる推力測定まとめ (正イオンスラスタから加速されたキセノン
正イオンビーム)
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7.4.3 キセノン正イオンビーム測定（負イオンスラスタから加速）
負イオンスラスタから射出したイオンビームによるビームターゲットの応答性を検証するた
め，負イオンスラスタからキセノン正イオンビームを加速し，ビームターゲットの変位量を測
定した．
図 7.20が負イオンスラスタから加速されたキセノン正イオンビームのビームターゲットに
よる測定結果である. 図 7.21は，図 7.20の結果より求められるビームターゲット電流と加速
電圧から計算される推力（ビーム照射角度 22.5度も考慮）と，ビームターゲットの変位量か
ら求められる推力の関係である．図 7.21の結果は図 7.19と同様に，ビームターゲット変位量
から求められる推力が小さいことがわかり，補正係数は 1.26である．よって，正負イオン同
時射出時の補正係数を 1.44と 1.26の平均を取り 1.35とした．
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図 7.20: ビームターゲットの測定結果（負イオンスラスタから加速されたキセノン正イオン
ビーム）
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図 7.21: ビームターゲットによる推力測定まとめ (負イオンスラスタから加速されたキセノン
正イオンビーム)
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7.4.4 GNDターゲットによる正負イオン同時射出時の推力測定
図 7.22がキセノン正イオン，フラーレン負イオン同時射出時のビームターゲットによる測
定結果である．正負イオンスラスタのビーム電流と加速電圧から推定されるターゲット変位方
向の推力は 42[mN]である（加速電圧 500[V]で，全ビーム電流が 22.5度のビーム照射角度で
ターゲットに照射していると仮定）．一方，ビームターゲット変位量から推定されるターゲッ
ト変位方向の推力は 37[mN]である（補正係数を 1.35とした）．ビームターゲット変位量から
推定される推力は，ビーム電流と加速電圧から推定される推力より 12%程度小さいが，これ
はビームターゲットに全ビームが照射されていないことが大きな要因と考えられる．以上の結
果より，正負イオンスラスタは正イオンスラスタと同様に推力を発生すると考えられる．
-1
-0.5
0
0.5
1
1.5
2
2.5
3
3.5
3.7
3.9
4.1
4.3
4.5
4.7
4.9
5.1
5.3
5.5
190 195 200 205 210 215
C
u
rr
en
t (
m
A
)
La
se
r 
D
isp
la
ce
m
en
t S
en
so
r 
O
u
tp
u
t (
V
)
Time (s)
図 7.22: GND接続されたビームターゲットによる正負イオンビームの推力測定
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7.4.5 フロートターゲットによる正負同時射出時の推力測定
ビームターゲットは一般的に GND に接続されているが，GND に接続された 0[V] 電位の
ターゲットが存在することによる影響で，正負イオンスラスタが見かけ上のみ推力を発生して
いる可能性を排除するため，ターゲットをフロート状態としたときの変位も測定した．図 7.23
がビームターゲットをフロートとしたときのキセノン正イオン，フラーレン負イオン同時射出
時のビームターゲットによる測定結果である．結果より，GND接続時の図 7.22と同様にビー
ムターゲットがフロート状態の時もビームターゲットが変位していることがわかる．なおビー
ムターゲットのフロート電位は +50[V]であった．
以上より，正負イオンスラスタは正イオンスラスタと同様に推力を発生すると考えられる．
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図 7.23: フロートビームターゲットによる正負イオンビームの推力測定
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結論
本研究では，すでに成熟しており更なる性能向上は見込めない既存の正イオンスラスタに対し
て，中和器の代替として負イオンスラスタを用いた正負イオンスラスタを提案した．正イオン
と負イオンを異なるイオン源を用いて加速したイオンスラスタシステムはこれまでに研究され
ていなかったため，地上実験による正負イオンスラスタシステムの成立性の検証を本研究の目
的とした．推進剤として電子親和力の大きいフラーレンを用いた負イオンスラスタシステムを
構築し，ビーム計測や正負イオン同時射出のデモンストレーションを行い，以下の結論を得た．
フラーレン長時間供給システムの構築
るつぼ型フラーレン供給装置では容器内容量による律速を受けるため供給時間に限りがあ
り，1[mg/s]以上では供給レートが不安定であることがわかった．そこで，２段式スクリュー
ブラシ型供給装置を開発し，1.2[mg/s]程度の供給レートで 1時間以上フラーレンを安定供給
可能なシステムを構築した．このシステムは地上におけるフラーレンの工学的応用が期待でき
る．
フラーレン負イオンの加速
フラーレン負イオン源から加速された負電荷ビームを，EBプローブ，MFFP，ビームター
ゲットにより測定した．その結果，電子ビームをほとんど含まないフラーレン負イオンビーム
であることを確認した．構築したフラーレン負イオン源は，先行研究より 1000倍以上である
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0.5[mA]程度のフラーレン負イオン電流の引き出しが可能で，イオンスラスタとしての実証実
験が可能なイオン源である．
正負イオンビームの中和
移動度の大きい電子がほとんど存在しない正負イオンビームの中和現象を，エミッシブプ
ローブとファラデープローブによるビーム測定で検証した．その結果，正負イオンビームの中
和は正イオンビームの電子による中和と比べて不完全であるが，単一イオン射出時と比べて空
間電荷による電位は緩和され，ビーム発散角は大幅に減少することが分かった．
正負イオン同時射出デモンストレーション
本研究で構築したフラーレン負イオンスラスタと，マイクロ波放電式キセノン正イオンスラ
スタを電気的に結合し，フロート状態を模擬して正負イオン同時射出を行った．その結果，正
イオンビームのフィードバック制御を行うことにより，スラスタ基準電位は長時間 0[V]に維
持可能であることが分かった．これは宇宙の空間電位を測定すれば，宇宙機が帯電せずに正負
イオンを射出可能であることを示す．さらにビームターゲットによる推力測定により，正負イ
オンスラスタが推力を発生することを確認した．
以上の結果より，中和器の代替として負イオンスラスタを用いた，正負イオンスラスタシス
テムの成立性の実験的検証に成功したと結論づけた．
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スクリューブラシの作成
特に 2段目のブラシは加熱容器内に挿入されるため 700[℃]程度の高温となるため，高温でも
硬さを維持するためにブラシにΦ 0.2 のタングステン線を，軸棒には曲げても割れにくいΦ
0.75のモリブデンを用いた．下記にブラシの作成手順を示す．
まずΦ 0.2のタングステン線を 10[mm]程度に切る．次に図 A.1に示すようにタングステン
線の長さを作成したいブラシ径にそろえる．そして図 A.2 に示すように１本のモリブデン線
を折り曲げて２本にした間にタングステン線を重なりがないように入れていく．このときアラ
ルダイト接着剤の硬化剤を用いてタングステン線を仮止めする．次に図 A.3 に示すようにモ
リブデン線をテンションをかけながらねじり，螺旋を作成すると図 A.4のようになる．最後に
アラルダイト接着剤の硬化剤をバーナーを用いて蒸発させる．
148 付録 A スクリューブラシの作成
図 A.1: 長さをそろえたφ 0.2タングステン線 図 A.2: φ 0.75モリブデン線の間に重なりがな
いように，切りそろえたφ 0.2タングステン線
を挿入する
Pull
Screw
図 A.3: モリブデン線を引っ張りながらねじる 図 A.4: スクリューブラシの写真
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B
負イオンが存在するときのボーム速度
負イオンが存在しない正イオンと電子からなるプラズマでは，ボームのシース条件は
us =
r
kBTe
M
(B.0.1)
とあらわされ，正イオンはボーム速度 us より大きな速度でシース領域に流入する．ボーム速
度は電子温度に依存する．
一方，負イオンが存在するプラズマでは，
us =
r
kBTe
M

s
1+as+bs
1+ gas+1=2gpbs
(B.0.2)
となる [77]．ここで，as n snes（シース端における負イオン密度/熱電子密度），bs
nps
nes
（シース端
における一次電子密度/熱電子密度），g  TeT （熱電子温度/負イオン温度），gp
kBTe
ep（熱電子温度/
一次電子エネルギー）である．式 B.0.2の第２項（Bohm Factor）は，bs = 0:1;g = 43;gp = 0:065
とすると，図 B.1 のようになる．直流放電式プラズマ源におけるフラーレンプラズマでは，
ボーム速度は電子温度 Te ではなく負イオン温度 T  に依存し，
us 
r
kBT 
M
(B.0.3)
となり，負イオンが存在しない時と比べて１５％ほどに低下する．また負イオンのボーム速度
は正イオン温度 T+ に依存する．
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図 B.1: 負イオン割合による Bohm Factor変化
